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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標
 実績
 目標
 実績
 見込回回回回
 実績回回
 見込人人人人
 実績人人
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 2,000
 713867
 活
 動
 ②
 安心パーク利用人数
 （市民）
 2,0002,0002,000
 活
 動
 ①
 安心パーク利用回数
 （消防団）
 100100
 成
 果
 ②
 100130
 7698
 成
 果
 ①
 関連する
 個別計画
 　
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計消防費消防費消防施設費安心パーク管理運営費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●消防団の拠点施設である「かしはら安心パーク」の運営及び施設維持管理を行い、消防団員の教育・訓練の
 充実を図る。
 ●地域自主防災組織等への訓練指導を通じて、市民への防災意識の啓発を行い、消防体制、消防・防災力の強
 化を図る。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 １３　防災
 事務事業分類継続事業義務的事務
 事務事業名安心パーク管理事務
 担当課総務部危機管理課
 課室長名山本　知巳
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 /2.8/2.2/3/4
 /人数/1.6/1.6/2.4/1.6
 /4.4/3.8/5.4/5.6
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 地域防災能力の向上を図るために、地域防災拠点である「安
 心パーク」で、コロナウィルス感染拡大防止の為、実施でき
 ていなかった消防訓練や知識の向上の機会を提供できる講座
 について見直しが必要である。また訓練や講座の見直しを
 行った際には、パンフレットやホームページ等で周知を図
 り、様々な年齢層の市民の利用率向上を図っていく必要があ
 る。
 方向性現状維持
 内
 容
 市民が防災に関する技能を身近に習得す
 るためには、地域防災拠点である安心
 パーク等での訓練や講座の見直しを図る
 必要がある。また市民等への訓練指導を
 行う消防団の団員確保や消防団の規範や
 訓練の支援を行う職員の確保も必要であ
 る。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い地域防災力の向上を図るために、来庁した地域自主防災会へ安心パークでの訓練や防災講座
 の案内を通じ、867人のかしはら安心パークの利用があり、昨年度に比べ約150名ほど上
 回っていた。コロナ感染拡大防止の為、訓練や講座内容を制限しつつも、自主防災組織等に
 よる自助、共助などの防災意識の高まりや訓練等の周知により、安心パーク利用増加につな
 がった。
 （169のターゲット）
 やや低い13.1
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 ・消防団の訓練及び研修
 ・市民への訓練指導及び研修講座実施
 ・各種団体の自主訓練及び会議、理事会
 等の施設利用
 ・消防団の訓練及び研修
 ・市民への訓練指導及び研修講座実施
 ・各種団体の自主訓練及び会議、理事会
 等の施設利用
 00
 一般財源増加額（前年度比）---1,6231,120
 一般財源10,7739,6639,15010,783
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他1,2011,1261,1971,126
 0000
 地方債00
 9,8459,89014,8839,890
 人件費割合（LC/TC）0.840.800.850.80
 総費用（TC）21,81920,67925,23021,799
 会計年度任用職員（※2）8,5816,6846,5697,633
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）11,97410,78910,34711,909
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）18,42616,57421,45217,523
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標
 実績
 目標
 実績
 見込人人人人
 実績人人
 見込か所か所か所か所
 実績か所か所
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 10
 13
 活
 動
 ②
 新規消火栓設置数
 101010
 活
 動
 ①
 訓練等出動人数
 4,8004,800
 成
 果
 ②
 4,3004,800
 1,2791,669
 成
 果
 ①
 水防費災害補償基金負担金
 関連する
 個別計画
 橿原市地域防災計画
 橿原市国民保護計画
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 消防団運営事務費
 一般会計消防費消防費消防施設費消防施設管理事務費関連する
 予算事業
 一般会計消防費消防費広域消防費広域消防事務費
 一般会計消防費消防費非常備消防費
 一般会計消防費消防費消防施設費消防施設整備事業費
 一般会計消防費消防費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●火災や地震等の災害から市民の生命、身体及び財産の保護を図るため、奈良県広域消防組合において消防体
 制の整備に努めるための費用を負担する。
 ●市内の消防水利の確保や、消防団の活動を支援することにより、更なる消防・防災力の強化を図る。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 １３　防災
 事務事業分類継続事業義務的事務
 事務事業名消防体制維持管理事務
 担当課総務部危機管理課
 課室長名山本　知巳
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 /0/0/0/0
 /人数/2.25/2.25/2.4/2.65
 /2.25/2.25/2.4/2.65
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 今後の課題として、消防団の活動を支えるために、広域消防
 組合との連携による災害に対する訓練や団員確保が必要であ
 る。訓練指導や団員確保の為に、広域消防組合との連携や広
 報や、ホームページ等において団員募集案内が必要である。
 方向性現状維持
 内
 容
 団員確保に向けては、消防団の活動内容
 について知ってもらう為、訓練内容の広
 報を行う機会を増やしていきたいと考え
 ている。
 資源の配分
 財源拡大
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い消防団の活動を支えることが、地域の防災力向上につながり、また災害リスクにも備えるこ
 とができる。訓練の習熟度や資機材の充実度だけでなく消防団員の確保は全国的にみても、
 その活動を行う上で重要な要素である。消防団員の定年や自己都合による退団があるなか
 で、消防団員数については令和3年度に比べ減少しているが、今後も引き続き消防団員募集
 の広報を行い、団員確保にむけて周知していく必要がある。
 （169のターゲット）
 やや低い13.1
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 【広域消防事務費】
 奈良県広域消防組合負担金
 【消防団運営事務費】
 ・運営交付金交付
 ・報酬等支給、公務災害共済補償
 ・団員健康診断
 【消防施設管理事務費】
 ・消防施設の維持管理
 ・既存消火栓、耐震性貯水槽の維持管理
 【消防施設整備事業費】
 ・必要となる消火栓、耐震性貯水槽の設
 置
 【災害補償基金負担金】
 ・災害発生時に係る公務災害補償
 【広域消防事務費】
 奈良県広域消防組合負担金
 【消防団運営事務費】
 ・運営交付金交付
 ・報酬等支給、公務災害共済補償
 ・団員健康診断
 【消防施設管理事務費】
 ・消防施設の維持管理
 ・既存消火栓、耐震性貯水槽の維持管理
 【消防施設整備事業費】
 ・必要となる消火栓、耐震性貯水槽の設
 置
 【災害補償基金負担金】
 ・災害発生時に係る公務災害補償
 00
 一般財源増加額（前年度比）--41,321-32,959
 一般財源1,397,9061,452,5771,439,2271,419,618
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他2,2117,1625,1108,696
 0000
 地方債00
 13,84513,90814,88316,380
 人件費割合（LC/TC）0.010.010.010.01
 総費用（TC）1,413,9621,473,6471,459,2201,444,694
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）1,400,1171,459,7391,444,3371,428,314
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）13,84513,90814,88316,380
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標団体団体団体団体
 実績団体団体
 目標人人人人
 実績人人
 目標回回回回
 実績回回
 目標回回回回
 実績回回
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 12,870
 6
 00
 活
 動
 ②
 実務職員のための
 ワークショップ開催
 回数
 666
 活
 動
 ①
 職員情報伝達訓練
 11
 2
 成
 果
 ②
 安全・安心メール登
 録者数
 12,00012,50012,60012,700
 11
 01
 12,516
 成
 果
 ①
 新規災害協定締結数
 2222
 2
 関連する
 個別計画
 橿原市地域防災計画
 橿原市国民保護計画
 橿原市強靭化計画
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 不当要求行為等管理事務費
 関連する
 予算事業
 一般会計消防費消防費災害対策費災害対策事業費
 一般会計総務費総務管理費諸費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●市民・行政・防災関係機関・災害協定先が連携する効果的な災害対応体制を構築し、防災教育や訓練を通じ
 て職員の防災力の向上を図るとともに、災害時に必要となる機器や物資の確保に努める。
 ●市民に対する情報発信や自主防災会活動を支援することにより、自助・共助を中心とした地域防災力を向上
 させる。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）目標④ 安心して健康に暮らせるまちづくり
 ⇒ 基本的方向④-1 地域住民と連携したまちづくりを進めます
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 １３　防災
 事務事業分類継続事業ソフト事業
 事務事業名災害対策事業
 担当課総務部危機管理課
 課室長名山本　知巳
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 /0.5/0.5/1/1
 /人数/4.15/4.15/4.5/4.75
 /4.65/4.65/5.5/5.75
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 備蓄物資については長期にわたる備蓄計画に沿った整備を
 行っているが、国庫補助金を活用してもなお多額の予算が必
 要であり、計画遂行困難な状況である。今後は可能な範囲で
 計画に即した備蓄を行うことにより、市民の生命と財産の保
 護につなげることはもちろんのこと、計画期間の延長も検討
 しながらできる限り早期に備蓄機材等の整備実現を目指して
 いく。
 方向性現状維持
 内
 容
 職員の人件費については、今後もコロナ
 対策は続いていくことから、ある一定の
 作業量は必要であるため、過剰であると
 は言えない。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い実施計画及び行政評価については、橿原市総合計画を実施するための取組項目の１つとして
 明示されたものであり、本市行政の中心を成すものである。
 コロナの影響もあり、実施できなかった事業もあるが、引き続き5年度においても取り組ん
 でいきたい。
 （169のターゲット）
 やや低い13.1
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 ・災害対策本部組織見直し
 ・協定締結の推進
 ・備蓄物資の整備
 ・新基準による洪水ハザードマップの全
 戸配布
 ・自主防災組織への活動支援
 ・職員情報伝達訓練等の防災訓練
 ・協定締結の推進
 ・備蓄物資の整備
 ・自主防災組織への活動支援
 02,400
 一般財源増加額（前年度比）--14825,477
 一般財源30,43331,61630,58157,093
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金02602600
 県支出金
 その他0200419390
 03195600
 地方債00
 25,53525,65227,90529,360
 人件費割合（LC/TC）0.470.460.500.35
 総費用（TC）55,96858,04759,72589,243
 会計年度任用職員（※2）1,0281,0732,1002,178
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）30,43332,39531,82059,883
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）26,56326,72530,00531,538
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標件件件件
 実績件件
 目標
 実績
 目標灯灯灯灯
 実績灯灯
 目標件件件件
 実績件件
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 50
 3937
 活
 動
 ②
 防犯電話機設置補助
 件数
 805050
 活
 動
 ①
 防犯灯設置補助灯数
 8082
 586
 成
 果
 ②
 5001,900
 10955
 成
 果
 ①
 市内の犯罪認知件数
 （公安委員会調べ）
 0000
 642
 関連する
 個別計画
 　
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計総務費総務管理費諸費防犯推進事業費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●「橿原市安全で住みよいまちづくりに関する条例」に基づき、市民の安全意識の高揚と自主的な防犯活動の
 推進を図る。
 ●防犯灯や防犯電話機設置補助をするなど生活環境の改善整備を行うことにより、犯罪のない安全で住みよい
 橿原市の実現を目指す。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 １４　防犯
 事務事業分類継続事業ソフト事業
 事務事業名防犯推進事業
 担当課総務部市民協働課
 課室長名田中　輝彦
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 /0/0/0/0
 /人数/1.55/1.55/1.05/1.15
 /1.55/1.55/1.05/1.15
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 防犯灯の新設・再設をはじめ、犯罪を未然に防止して安全で
 住みよいまちづくりのための取組を継続する。
 方向性現状維持
 内
 容
 限られた財源を有効に活用して、防犯意
 識を高める広報・啓発活動を実施する。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い防犯灯設置及び防犯電話機購入設置補助金を交付して生活基盤を整備することによって、市
 民生活の安全・防犯意識の高揚を図ることができた。
 （169のターゲット）
 やや低い
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 ・自治会に対する防犯灯設置及び高齢者
 を狙った特殊詐欺等の被害未然防止のた
 めの防犯電話機購入設置補助事業・鉄道
 駅前の防犯カメラの運用及び維持管理・
 市民の安全対策を推進する「生活安全推
 進協議会」の開催・市民の生活安全に関
 し、市民等に対する情報提供及び自主防
 犯活動への普及啓発
 ・防犯施策に関する警察、関係機関との
 連携事業・橿原警察署、橿原市、高取
 町、明日香村で構成する防犯協議会及び
 暴力団追放協議会の共同事業の実施、運
 営
 ・自治会に対する防犯灯設置及び高齢者
 を狙った特殊詐欺等の被害未然防止のた
 めの防犯電話機購入設置補助事業・鉄道
 駅前の防犯カメラの運用及び維持管理・
 市民の安全対策を推進する「生活安全推
 進協議会」の開催・市民の生活安全に関
 し、市民等に対する情報提供及び自主防
 犯活動への普及啓発
 ・防犯施策に関する警察、関係機関との
 連携事業・橿原警察署、橿原市、高取
 町、明日香村で構成する防犯協議会及び
 暴力団追放協議会の共同事業の実施、運
 営
 00
 一般財源増加額（前年度比）---867-233
 一般財源9,1928,6558,3258,422
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他0000
 0000
 地方債00
 9,5389,5816,5127,109
 人件費割合（LC/TC）0.510.530.440.46
 総費用（TC）18,73018,23614,83715,531
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）9,1928,6558,3258,422
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）9,5389,5816,5127,109
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標件件件件
 実績件件
 目標
 実績
 目標回回回回
 実績回回
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 消費者被害未然防止
 に向けたホームペー
 ジ更新回数
 012
 595
 成
 果
 ②
 1212
 07
 成
 果
 ①
 消費生活相談件数
 650650650650
 620
 関連する
 個別計画
 　
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計総務費総務管理費消費者対策費消費者問題対策事業費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●安全で豊かな消費生活を安定的に送れる社会、消費者一人ひとりが自分の利益だけでなく、社会全体の発展
 と改善に繋がるように積極的・主体的に行動できる「消費者市民社会」を目指し、消費者問題の啓発を充実さ
 せる。
 ●市民の消費者被害からの救済、被害の未然防止・拡大防止を目的とし、団体の活動を支援することにより、
 消費者自らが消費者として意識を向上させ「賢い消費者」として自立できるよう後方支援を行う。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 １４　防犯
 事務事業分類継続事業ソフト事業
 事務事業名消費者問題対策事業
 担当課総務部市民協働課
 課室長名田中　輝彦
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 /5/2/5/2
 /人数/1.45/1.45/0.95/1
 /6.45/3.45/5.95/3
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 消費者ニーズが多様化し、複雑な消費者トラブルが増加しつ
 つある中、消費者被害の未然防止・拡大防止に取り組み、消
 費者自らが「賢い消費者」として自立できるよう支援を行
 う。
 方向性現状維持
 内
 容
 限られた財源・人員を効果的に活用し、
 持続可能な社会づくりに努める。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い安全で豊かな消費生活を安定的に送れる社会を目指して、社会全体の発展と改善に繋がるよ
 うに積極的・主体的に行動できる「消費者市民社会」につなげることができた。また、市民
 の消費者被害からの救済、被害の未然防止・拡大防止を目的とし、相談体制の充実・団体の
 活動を支援することによって、消費者の意識向上ができた。
 （169のターゲット）
 やや低い
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 ・消費生活センターにおいて消費生活相
 談を実施することにより、市民に対する
 消費生活に関する助言や苦情処理のため
 のあっせん等を行う。・消費者被害の
 然・拡大防止に向けて、広報・ホーム
 ページ・啓発チラシ等を活用して啓発活
 動を行う。・消費者学級の運営活動に対
 する補助金交付、協力、支援
 ・消費生活センターにおいて消費生活相
 談を実施することにより、市民に対する
 消費生活に関する助言や苦情処理のため
 のあっせん等を行う。・消費者被害の未
 然・拡大防止に向けて、広報・ホーム
 ページ・啓発チラシ等を活用して啓発活
 動を行う。
 00
 一般財源増加額（前年度比）--306-51
 一般財源4,8685,5015,1745,450
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他0000
 0161034
 地方債00
 8,9228,9635,8916,181
 人件費割合（LC/TC）0.970.960.930.96
 総費用（TC）13,79014,62511,06511,665
 会計年度任用職員（※2）4,4905,0524,3905,074
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）4,8685,6625,1745,484
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）13,41214,01510,28111,255
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標ｋｍｋｍｋｍｋｍ
 実績ｋｍｋｍ
 目標人人人人
 実績人人
 目標円円円円
 実績円円
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 32,105
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 運行補助金
 31,000,00031,000,000
 42.6
 成
 果
 ②
 コミュニティバス利
 用者数
 33,00028,00033,00034,000
 31,000,00031,000,000
 23,712,62323,685,117
 30,007
 成
 果
 ①
 公共バス路線延長
 42.642.642.642.6
 42.6
 関連する
 個別計画
 橿原市都市計画マスタープラン
 橿原市内史跡名勝保存活用計画
 橿原市観光基本計画
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計総務費総務管理費諸費地域交通網整備事業費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●安全で快適な交通環境の実現のため、既存地域路線バスの運行助成を行い運行を維持する。
 ●交通不便地域解消や高齢者等の日常移動手段確保を目的として、コミュニティバスを効率的に運行する。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 １５　交通
 事務事業分類継続事業ソフト事業
 事務事業名地域交通網整備事業
 担当課都市デザイン部都市計画課
 課室長名芳仲　敏典
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 /0/0/0/0
 /人数/1/1.85/1.85/2.65
 /1/1.85/1.85/2.65
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 コロナ禍により、利用者が減少したが、その後、テレワーク
 やオンライン授業といった、生活スタイルの変化・定着によ
 り利用者が元に戻っていない。橿原市地域交通計画の基本方
 針では「Ａ交通ネットワークの維持・改善」についてはある
 一定の道筋はできているものの、「Ｂ多様なニーズに対応し
 た公共交通の確保」は、多くの関係者と協議と調整が必要で
 ある。
 方向性現状維持
 内
 容
 公共交通を確保・維持すべく、公共交通
 計画を策定し目標を設定した。目標達成
 のための課題解決や地域住民の要望解決
 にはさらなる財源と人員の拡充が必要で
 ある。
 資源の配分
 財源拡大
 人員拡大
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い橿原市地域公共交通計画で公共交通の課題解決施策の実施を目指すことで、バス路線が維持
 され、市民生活の足が確保されている。
 国の地方創生臨時交付金を活用することで、交通事業者を支援し業務を継続できている。
 （169のターゲット）
 やや低い11.2
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 公共交通を確保・維持すべく、既存バス
 路線の認知を高め（コミュニティバス内
 にデジタルサイネージの設置し沿線ＰＲ
 の実施）、利用者を増加させる取り組み
 をした。
 民間事業者の路線との取り合いとならな
 い程度で、利用促進キャンペーン(高校
 に通学する生徒952名に割引乗車券を配
 布）を行い、利用者増加様々な周知媒体
 を通じて、路線の認知度をあげた。（コ
 ミュニティバス30,007人、地域路線バ
 ス利用者数134,318人）
 まちづくりにおける公共交通の目指すべ
 き役割を明確化し、取り組みの方向性を
 定めるため、「橿原市地域公共交通計
 画」を策定した。計画策定は交通の現状
 把握と市民・利用者・事業者アンケート
 を実施した。その結果をもとに地域公共
 交通会議で事業者や地域住民が一体とな
 り協議し、地域公共交通の課題解決の３
 つの基本方針「Ａ交通ネットワークの維
 持・改善」「Ｂ多様なニーズに対応した
 公共交通の確保」「Ｃ公共交通を支える
 体制・しくみの構築」を設定した。
 公共交通を利用できる環境を維持するた
 め、新型コロナウイルス感染症拡大及び
 原油価格・物価高騰に伴い、影響の大き
 かった交通事業者に対し、業務継続の支
 援をした。
 00
 一般財源増加額（前年度比）--16,59141,466
 一般財源53,29265,59669,883107,062
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他1016,2836,842103
 0004,000
 地方債00
 6,15311,43511,47216,380
 人件費割合（LC/TC）0.100.140.130.13
 総費用（TC）59,54683,31488,197127,545
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）53,39371,87976,725111,165
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）6,15311,43511,47216,380
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標箇所箇所箇所箇所
 実績箇所箇所
 目標
 実績
 目標円円円円
 実績円円
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 駐車場料金収入
 100,000,000104,972,000
 4
 成
 果
 ②
 104,972,000104,972,000
 112,860,150138,786,095
 成
 果
 ①
 市営駐車場数
 4444
 4
 関連する
 個別計画
 橿原市都市計画マスタープラン
 大和八木駅周辺地区まちづくり基本計画
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計土木費都市計画費都市施設管理費自動車駐車場管理運営費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●道路交通の円滑化を図り都市機能の維持に寄与するため、駅前４か所に設置している駐車場を管理運営す
 る。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 １５　交通
 事務事業分類継続事業施設一体型管理活用事業（直営）
 事務事業名駐車場管理活用事業
 担当課財務部資産経営課
 課室長名浅田　善規
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 /0/0/0/0
 /人数/0.95/1.25/1.3/1.35
 /0.95/1.25/1.3/1.35
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 鉄道利用者や周辺施設利用者の利便性を確保しつつ、必要か
 つ効率的な管理形態を検討する必要がある。
 八木駅前北駐車場については、建設から相当年数経過してい
 るため、建物の劣化診断を行い適正な建物管理に繋げたい。
 方向性現状維持
 内
 容
 長期継続契約している駐車場管理業務の
 期間満了並びに更新時に、より効率的な
 運営を図れるよう検討する。人員につい
 ては、将来の転換に向けて施設一つ一つ
 の運営マネジメントを行う必要があり、
 不足していると考える。また建物劣化診
 断を行うため財源の拡大も必要である。
 資源の配分
 財源拡大
 人員拡大
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高いコロナ禍からの経済活動の回復により鉄道利用者及び周辺施設利用者の回復が見られてい
 る。駅に隣接して立地している各市営駐車場は鉄道利用者等の利便につながっていると考え
 られるため、各市営駐車場を運営することは相乗効果的に円滑な道路交通に寄与していると
 みられる。
 （169のターゲット）
 やや低い11.2
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 各駐車場の施設や機器等について定期的
 に保守点検を行うとともに、経年劣化の
 見られる消防設備等の設備の修繕を行っ
 た。管理運営については、令和3年6月
 より長期継続契約を締結した。
 各駐車場の施設や機器等については定期
 的に保守点検を行い、管理運営について
 は長期継続契約により業者の選定を行っ
 ている。
 00
 一般財源増加額（前年度比）---24,62016,904
 一般財源4,61410,638-20,00627,542
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他113,154104,978139,211113,156
 0000
 地方債00
 5,8467,7278,0628,345
 人件費割合（LC/TC）0.050.060.060.06
 総費用（TC）123,614123,343127,267149,043
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）117,768115,616119,205140,698
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）5,8467,7278,0628,345
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標箇所箇所箇所箇所
 実績箇所箇所
 目標箇所箇所箇所箇所
 実績箇所箇所
 目標円円円円
 実績円円
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 6
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 料金収入
 95,000,00088,092,000
 12
 成
 果
 ②
 自転車置場数
 5666
 88,092,00088,092,000
 91,443,44091,913,550
 5
 成
 果
 ①
 自転車駐車場数
 13121212
 13
 関連する
 個別計画
 橿原市都市計画マスタープラン
 大和八木駅周辺地区まちづくり基本計画
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計土木費都市計画費都市施設管理費自転車駐車場管理運営費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●道路交通の円滑化を図り市民に公共交通の利用を促すことで渋滞緩和を目指すと共に、自転車利用者の利便
 性の向上に寄与するため、駅前１２か所の駐輪場と６か所の自転車置場を管理運営する。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 １５　交通
 事務事業分類継続事業施設一体型管理活用事業（直営）
 事務事業名自転車駐車場管理活用事業
 担当課財務部資産経営課
 課室長名浅田　善規
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 /0/0/0/0
 /人数/0.95/1.25/1.35/1.35
 /0.95/1.25/1.35/1.35
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 事業の目的を果たすため利用環境の維持を図りつつも、自転
 車利用者が全体的に減少傾向にありまた近隣駅の利用者数や
 周辺環境に差がある中、全ての自転車駐車場で同じような運
 営形態や利用促進を目指すのではなく、それぞれの状況に則
 して必要かつ効率的な管理形態を検討する必要がある。
 方向性現状維持
 内
 容
 長期継続契約している自転車駐車場管理
 業務の期間満了並びに更新時に、より効
 率的な運営を図れるよう検討する。職員
 の人件費については、将来の転換に向け
 て施設一つ一つの運営マネジメントを行
 う必要があり、不足していると考える。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員拡大
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高いコロナ禍からの経済活動の回復により鉄道利用者も回復が見られている。駅に隣接して立地
 している各市営自転車駐車場は鉄道利用者等の利便につながっていると考えられるため、各
 市営自転車駐車場を運営していくことは相乗効果的に円滑な道路交通に寄与しているとみら
 れる。
 （169のターゲット）
 やや低い11.2
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 各自転車駐車場の施設や機器等について
 は定期的に保守点検を行い、経年劣化の
 見られる消防設備等の修繕を行った。
 管理運営について、令和3年6月より長
 期継続契約を締結した。この際、一部の
 自転車駐車場の休廃止、無料開放などの
 合理化を行い、事業費の削減を図った。
 耳成駅前自転車駐車場について、将来の
 運営費用のため、隣地に自転車置場を整
 備した。
 各自転車駐車場の施設や機器等について
 は定期的に保守点検を行い、管理運営に
 ついては長期継続契約により業者の選定
 を行っている。
 将来のコストカットに向け、自転車駐車
 場の無人化等再整備等の検討を行う。
 00
 一般財源増加額（前年度比）---24,229-6,434
 一般財源95,489109,35071,260102,916
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他91,44388,12691,96687,484
 0000
 地方債00
 5,8467,7278,3728,345
 人件費割合（LC/TC）0.030.040.050.04
 総費用（TC）192,778205,203171,598198,745
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）186,932197,476163,226190,400
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）5,8467,7278,3728,345
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標件件件件
 実績件件
 目標
 実績
 目標台台台台
 実績台台
 目標回回回回
 実績回回
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 60
 8998
 活
 動
 ②
 交通安全教室実施回
 数
 606060
 活
 動
 ①
 放置自転車警告台数
 2,0002,000
 356
 成
 果
 ②
 1,9001,900
 1,4341,353
 成
 果
 ①
 放置自転車の撤去し
 た台数
 250250240240
 219
 関連する
 個別計画
 橿原市教育大綱
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計総務費総務管理費交通安全対策費交通安全推進事業費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●安全で快適な交通環境実現のため、各種交通安全対策を講じることにより交通安全意識を向上させ、さらな
 る安心・安全な地域社会の実現に寄与することを目的とする。
 ●自転車利用のマナー向上、放置自転車等の撤去に取り組み、駅周辺の駐輪に関する交通安全や都市景観など
 様々な問題解決にあたります。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 １５　交通
 事務事業分類継続事業ソフト事業
 事務事業名交通安全推進事業
 担当課都市デザイン部都市計画課
 課室長名芳仲　敏典
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 /2/2/2/2
 /人数/0.9/1.65/1.65/1.85
 /2.9/3.65/3.65/3.85
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 今後、一人で外出する機会が増す交通ルールを知らない小学
 生・幼保育園児を中心に、ルールを学習する交通安全教室を
 引き続き開催していく。また、交通安全運動と交通マナーの
 向上のための啓発活動をする。
 コロナ禍後の行動変容に合わせ、放置自転車数が増加の兆し
 がある。継続して放置自転車等の撤去等を行うことにより、
 安心・安全な地域社会の実現を目指す。
 方向性現状維持
 内
 容
 財源、人員を維持しながら、交通安全活
 動等を継続し地域住民の意識を高める。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い交通指導員が交通安全教育を講じることにより、地域住民の交通規則に対する関心や意識の
 向上に寄与している。また放置自転車等の撤去や告知により、自転車利用マナーの向上及び
 都市景観の維持につながっている。
 （169のターゲット）
 やや低い11.2
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 橿原地区交通対策協議会において、橿原
 警察署や交通安全協会、交通安全保護者
 の会と連携し、春秋の交通安全運動期間
 に合わせて交通安全啓発事業を実施し
 た。
 交通指導員を中心に交通安全教室を実施
 した。
 （小学校54回、幼保育園34回、児童ク
 ラブ1回）
 自転車等放置禁止区域について、告知看
 板及び警告標示路面ステッカー等の点
 検・整備を行うとともに放置自転車等の
 撤去業務を実施した。
 （警告1,442台、撤去219台、返還123
 台）
 橿原地区交通対策協議会において、橿原
 警察署や交通安全協会、交通安全保護者
 の会と連携し、春秋の交通安全運動期間
 に合わせて交通安全啓発事業を実施し
 た。
 交通指導員を中心に交通安全教室を実施
 した。（小学校65回、幼保育園33回、
 児童クラブ0回）
 自転車等放置禁止区域について、告知看
 板及び警告標示路面ステッカー等の点
 検・整備を行うとともに放置自転車等の
 撤去業務を実施した。（警告1353台、
 撤去356台、返還157台）
 00
 一般財源増加額（前年度比）---872420
 一般財源14,96514,09014,09314,510
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他294500352300
 0000
 地方債00
 5,53810,19910,23211,435
 人件費割合（LC/TC）0.500.610.620.63
 総費用（TC）20,79724,78924,67726,245
 会計年度任用職員（※2）4,9184,9184,9535,022
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）15,25914,59014,44514,810
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）10,45615,11715,18516,457
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標
 実績
 目標
 実績
 見込件件件件
 実績件件
 見込件件件件
 実績件件
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 1,300
 1,5831,350
 活
 動
 ②
 年間占用等申請件数
 1,3001,3001,300
 活
 動
 ①
 年間明示立会件数
 200200
 成
 果
 ②
 200200
 160140
 成
 果
 ①
 関連する
 個別計画
 　
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 道路管理事務費
 一般会計土木費道路橋梁費道路維持費道路維持管理費関連する
 予算事業
 一般会計土木費土木管理費土木総務費土木管理事務費
 一般会計土木費道路橋梁費道路橋梁総務費
 一般会計土木費土木管理費土木総務費地籍調査事業費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●市道路及び里道水路をはじめとする行政財産を、関係法令等に基づき公有財産として適切に管理する。
 ●道路や地下歩道・歩道橋・駅前広場等の公共施設を適切に維持管理し、市民の安全で快適な生活環境を目指
 す。
 ●道路法に基づく市道路区域内に残存する個人登記名義の土地を橿原市名義に登記処理を行うことにより、道
 路管理権の確立と市道路の適切な財産管理を行う。
 ●国土調査法に基づき、調査エリアにおいて土地調査及び測量作業を行う。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 １６　道路・橋梁・河川
 事務事業分類継続事業義務的事務
 事務事業名道路管理事務
 担当課
 都市マネジメント部建設管理
 課
 課室長名奥　誠
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 /0/1/0/1
 /人数/1.5/10.8/10.8/11.7
 /1.5/11.8/10.8/12.7
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 管理を推進していくため市民と協働できる事業を検討し、良
 好な維持管理を行っていくことが必要である
 方向性現状維持
 内
 容
 施設を良好に管理するため、今後とも適
 正に事務事業を執行していくためにも、
 資源の配分について過剰であるとは言え
 ない
 資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い施設の安全確保のための、維持管理及び住環境の保全のため、必要不可欠な事業である。
 良好に管理するため適正に事業を遂行している
 （169のターゲット）
 やや低い
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 市道路及び里道水路をはじめとする行政
 財産を、道路法等の関係法令により適切
 な管理を行う。
 市道路区域内に残存する個人名義の土地
 について、利害関係人に対し橿原市へ名
 義変更をすることに協力理解を求め登記
 処理を行う。
 道路において、舗装工事、擁壁設置工事
 等の整備工事を行う。
 各管理施設において、清掃、植栽管理、
 照明等の維持管理を行う。
 地籍調査により、一筆地毎の土地の境界
 を確認及び測量し、登記記録の内容を正
 確なものにする。
 市道路及び里道水路をはじめとする行政
 財産を、道路法等の関係法令により適切
 な管理を行う。
 市道路区域内に残存する個人名義の土地
 について、利害関係人に対し橿原市へ名
 義変更をすることに協力理解を求め登記
 処理を行う。
 道路において、舗装工事、擁壁設置工事
 等の整備工事を行う。
 各管理施設において、清掃、植栽管理、
 照明等の維持管理を行う。
 地籍調査により、一筆地毎の土地の境界
 を確認及び測量し、登記記録の内容を正
 確なものにする。
 00
 一般財源増加額（前年度比）---13,505-11,902
 一般財源294,895233,600281,390221,698
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金4,2001,70002,500
 県支出金
 その他2,18863,185064,501
 2,10085001,250
 地方債00
 9,23066,75566,97172,318
 人件費割合（LC/TC）0.030.190.190.20
 総費用（TC）312,613366,090348,361362,267
 会計年度任用職員（※2）01,79401,794
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）303,383299,335281,390289,949
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）9,23068,54966,97174,112
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標
 実績
 目標
 実績
 見込橋橋橋橋
 実績橋橋
 見込
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 橋梁維持修繕工事
 （設計委託等含）
 3030
 成
 果
 ②
 3030
 3711
 成
 果
 ①
 関連する
 個別計画
 　
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計土木費道路橋梁費橋梁維持費橋梁整備事業費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●橋梁等において、これまでの事後保全型から予防保全型の維持管理をすることにより、施設の長寿命化を行
 い、計画的な点検及び補修・補強の実施によりトータルコストの縮減を行いながら、安心・安全に利用できる
 橋梁整備を実施することで、快適な生活環境を目指す。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 １６　道路・橋梁・河川
 事務事業分類継続事業義務的事務
 事務事業名橋梁管理事務
 担当課
 都市マネジメント部建設管理
 課
 課室長名奥　誠
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 /0/0/0/0
 /人数/1.5/2.65/0/2.4
 /1.5/2.65/0/2.4
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 市民が安全に快適な環境で生活するために継続して行わなけ
 ればならない事業である。今後の事業の進捗を考えたとき、
 予算や従事者増員の検討が必要である
 方向性現状維持
 内
 容
 点検結果に基づき計画的に事業を行って
 おり、資源の配分についても過剰である
 とは言えない資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い計画に基づき整備を行っているが、劣化箇所等の整備も行いながら、緊急に安全対策の必要
 がある箇所も行うこともあり、計画通りの遂行でない場合もある。
 安全性を高めることにより、快適な生活が可能なため必要不可欠な事業である。
 （169のターゲット）
 やや低い
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 平成26年7月に「道路法施行規則の一部
 を改正する省令」が施行され、橋梁等に
 ついては、近接目視により、5年に1回
 の頻度で定期点検を実施することが義務
 付けられたことを基に点検を行い、点検
 の結果、補修か所があれば年次計画を立
 て工事を実施する。
 平成26年7月に「道路法施行規則の一部
 を改正する省令」が施行され、橋梁等に
 ついては、近接目視により、5年に1回
 の頻度で定期点検を実施することが義務
 付けられたことを基に点検を行い、点検
 の結果、補修箇所があれば年次計画を立
 て工事を実施する。
 0102,600
 一般財源増加額（前年度比）--123,829-1,700
 一般財源32,33624,005156,16522,305
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金134,541132,0000149,600
 県支出金
 その他0000
 0000
 地方債79,50086,500
 9,23016,380014,835
 人件費割合（LC/TC）0.040.060.000.05
 総費用（TC）255,607258,885156,165289,340
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）246,377242,505156,165274,505
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）9,23016,380014,835
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標
 実績
 目標
 実績
 目標件件件件
 実績件件
 目標か所か所か所か所
 実績か所か所
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 50
 2529
 活
 動
 ②
 カーブミラー新規設
 置
 505050
 活
 動
 ①
 交通安全施設整備工
 事
 33
 成
 果
 ②
 33
 31
 成
 果
 ①
 関連する
 個別計画
 　
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計土木費道路橋梁費交通安全施設費交通安全施設整備事業費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●市民が安心・安全に利用することができる歩行空間を確保するために、歩道整備、段差勾配の改善、ガード
 レールや転落防止柵設置などの交通安全施設の整備を行い、安全性を高めることにより、快適な市民生活を目
 指す。
 ●高齢者、身体障がい者などの日常移動の利便性や安全性、また児童が安全に通学できるように通学路などを
 整備する。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）目標④ 安心して健康に暮らせるまちづくり
 ⇒ 基本的方向④-1 地域住民と連携したまちづくりを進めます
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 １６　道路・橋梁・河川
 事務事業分類継続事業ハード事業
 事務事業名交通安全施設整備事業
 担当課
 都市マネジメント部建設管理
 課
 課室長名奥　誠
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 /0/0/0/0
 /人数/1.5/2.55/2.55/1.9
 /1.5/2.55/2.55/1.9
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 交通の安全確保のため交通安全対策は必要であり、地元から
 のニーズも高く、計画的に安全対策を進めなければいけな
 い。市民の安全確保のため従業員の増員や予算の確保が必要
 である。
 方向性現状維持
 内
 容
 交通安全対策は必要であり、交通量の増
 加に伴い安全対策も継続的に増加が見込
 まれるため、資源の配分について過剰で
 あるとは言えない
 資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い計画に基づき整備を行っているが、緊急に安全対策を求められることも多いが、計画通りに
 遂行できている。
 安全性を高めたことにより、快適な生活が可能なため必要不可欠な事業である。
 （169のターゲット）
 やや低い11.2
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 市道における歩道整備工事と防護柵・区
 画線設置、また、歩車道の段差解消のた
 めバリアフリー工事を行う。
 市道における歩道整備工事と防護柵・区
 画線設置、また、歩車道の段差解消のた
 めバリアフリー工事を行う。
 04,700
 一般財源増加額（前年度比）--17,805-4,300
 一般財源5,83323,90423,63819,604
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金1,610004,500
 県支出金
 その他0000
 0000
 地方債19,4001,400
 9,23015,76215,81311,744
 人件費割合（LC/TC）0.260.380.400.29
 総費用（TC）36,07341,06639,45140,548
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）26,84325,30423,63828,804
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）9,23015,76215,81311,744
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標
 実績
 目標
 実績
 目標
 実績
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 成
 果
 ②
 成
 果
 ①
 関連する
 個別計画
 社会資本総合整備計画
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計土木費道路橋梁費道路新設改良費道路新設改良事業費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●社会資本整備総合交付金事業による道路整備や、狭あい道路の整備を計画的かつ効率的に進める。
 ●安全で快適な道路網の整備促進のため、関係機関との連携を図り、要望活動等を行う。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）目標① 地の利を活かしたしごとの場づくり
 ⇒ 基本的方向①-1 企業誘致や起業支援を進めます
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 １６　道路・橋梁・河川
 事務事業分類継続事業ハード事業
 事務事業名道路新設・改良事業
 担当課
 都市マネジメント部道路河川
 課
 課室長名清水　富士雄
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 /0/0/0/0
 /人数/5.7/4.3/4.3/3.9
 /5.7/4.3/4.3/3.9
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 奈良県国道連絡会及びその上部団体である近畿国道協議会の
 事務局として、県との連携を図り、財務省・国土交通省や近
 畿選出国会議員への要望活動により、整備促進に取り組んで
 まいります。
 方向性現状維持
 内
 容
 引き続き快適な道路空間の整備に努める
 とともに、京奈和自動車道の早期開通に
 向けて要望活動を行う。資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い狭あいで交通量が多く、歩車分離が困難な箇所について、自転車歩行者道の整備を実施し、
 交通事故の減少・歩行者等の安全確保に寄与した。
 京奈和自動車道 橿原北IC～橿原高田IC区間については、ミッシングリンクとなっており、
 国道24号をはじめ周辺道路の渋滞が慢性化している。本路線の開通により、渋滞緩和はも
 とより、物流ネットワークの強化・観光振興による地域活性化に繋がることが期待される。
 （169のターゲット）
 やや低い3.69.1
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 社会資本整備総合交付金事業計画により
 道路新設改良工事を実施する。
 その他道路の新設、拡幅、交差点改良等
 を行う。
 奈良県国道連絡会・南阪奈道路整備促進
 期成同盟会の事務局として整備促進を図
 る。
 社会資本整備総合交付金事業計画によ
 り、道路新設改良工事を実施する。
 その他道路の新設・拡幅・交差点改良等
 を行う。
 近畿国道協議会の事務局として、また奈
 良県国道連絡会・南阪奈道路整備促進期
 成同盟会の事務局として国の機関や近畿
 選出国会議員への要望活動を行い、整備
 促進を図る。
 2,700156,600
 一般財源増加額（前年度比）--138,5955,449
 一般財源-97,89014,30140,70519,750
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金64,87145,0003,23943,000
 県支出金
 その他00380
 23,633000
 地方債193,000106,300
 35,07326,57926,66524,106
 人件費割合（LC/TC）0.160.140.360.10
 総費用（TC）218,687192,18073,347243,456
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）183,614165,60146,682219,350
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）35,07326,57926,66524,106
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標
 実績
 目標
 実績
 目標
 実績
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 成
 果
 ②
 成
 果
 ①
 関連する
 個別計画
 　
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計土木費道路橋梁費橋梁新設改良費橋梁新設改良事業費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●橋梁の架け替え工事により、市民がより安全に暮らせる道路空間の整備を行う。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 １６　道路・橋梁・河川
 事務事業分類継続事業ハード事業
 事務事業名橋梁新設・改良事業
 担当課
 都市マネジメント部道路河川
 課
 課室長名清水　富士雄
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 /0/0/0/0
 /人数/0.35/1.1/1.1/1
 /0.35/1.1/1.1/1
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 今後、奈良県が施行する河川改修に伴う橋梁の架け替え拡幅
 をアロケーションで行っていく。
 方向性現状維持
 内
 容
 引き続き国又は県と連携し事業を継続す
 る。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い国とのアロケーションによる橋梁の拡幅を実施することにより、コスト縮減を図るととも
 に、従前より機能が増加し、安全な車両の対向はもとより、自転車・歩行者の安全な通行が
 確保できる。
 （169のターゲット）
 やや低い3.69.1
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 京奈和自動車道整備に伴う国とのアロ
 ケーションにより、橋梁の架け替え工事
 を行う。
 京奈和自動車道の整備に伴う国とのアロ
 ケーションにより、橋梁の架け替え拡幅
 工事を行う。
 060,300
 一般財源増加額（前年度比）--23,8401,800
 一般財源8,7574,90032,5976,700
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他0000
 0000
 地方債043,500
 2,1546,8006,8226,181
 人件費割合（LC/TC）0.200.120.170.08
 総費用（TC）10,91155,20039,41973,181
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）8,75748,40032,59767,000
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）2,1546,8006,8226,181
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標
 実績
 目標
 実績
 目標
 実績
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 成
 果
 ②
 成
 果
 ①
 関連する
 個別計画
 　
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 河川維持補修費
 一般会計消防費消防費水防費水防資材等整備事業費関連する
 予算事業
 一般会計土木費河川費河川改良費河川改良事業費
 一般会計土木費河川費河川改良費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●河川改良事業として、準用河川管理堤防の保全のための整備を行う。
 ●河川維持補修事業として、適切な維持管理を図る。
 ●水防資材等整備として、土のうを備蓄し台風シーズンにおける資材の準備・点検を行う。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 １６　道路・橋梁・河川
 事務事業分類継続事業ハード事業
 事務事業名河川維持・改良事業
 担当課
 都市マネジメント部道路河川
 課
 課室長名清水　富士雄
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 /0/0/0/0
 /人数/0.5/1.05/1.05/1.05
 /0.5/1.05/1.05/1.05
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 開発行為等で、市が管理する雨水貯留施設が増えることが予
 想される中、計画的な管理が求められる。
 方向性現状維持
 内
 容
 今後も準用河川や雨水貯留施設の機能維
 持のため、継続する必要がある。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い近年頻発する集中豪雨や台風シーズンに備え、準用河川の除草や雨水貯留施設の浚渫を行い
 機能維持に努める。
 （169のターゲット）
 やや低い11.5
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 ・準用河川について、機能維持や安全対
 策のため、浚渫や除草、防護柵の設置を
 行う。
 ・土のうを製作し、水害時に備える。
 ・市が管理する準用河川（６河川）の機
 能維持のため、除草を行う。
 ・市が管理する雨水貯留施設の機能維持
 のため、浚渫を行う。
 00
 一般財源増加額（前年度比）---2,344837
 一般財源10,72311,2978,37912,134
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他0000
 0000
 地方債00
 3,0776,4916,5126,491
 人件費割合（LC/TC）0.220.360.440.35
 総費用（TC）13,80017,78814,89118,625
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）10,72311,2978,37912,134
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）3,0776,4916,5126,491
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標
 実績
 目標
 実績
 目標
 実績
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 成
 果
 ②
 成
 果
 ①
 関連する
 個別計画
 　
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計土木費河川費排水路維持費下排水路維持管理費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●市内全域において、水路改修や排水管の清掃など維持管理に努めながら排水機能を高め、流下機能の改善を
 図る。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 １６　道路・橋梁・河川
 事務事業分類継続事業ハード事業
 事務事業名下排水路整備・維持管理事業
 担当課
 都市マネジメント部道路河川
 課
 課室長名清水　富士雄
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 /0/0/0/0
 /人数/2.75/2.55/2.55/2.75
 /2.75/2.55/2.55/2.75
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 市内各地に改善・整備が必要な個所が多くあり、順次計画的
 に行っている現状である。
 方向性拡大する
 内
 容
 事業の目的達成や緊急対策のため、事業
 の継続及び拡大が必要である。
 資源の配分
 財源拡大
 人員拡大
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い市内全域において、下排水路の修繕、排水路整備・改善工事等をにより、排水機能を高め、
 浸水対策を図る。
 （169のターゲット）
 やや低い11.5
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 下排水路維持修繕、排水路整備・改善工
 事等により、排水機能を高め、浸水対策
 を図る。
 下排水路の修繕、排水路整備・改善工事
 等をにより、排水機能を高め、浸水対策
 を図る。
 00
 一般財源増加額（前年度比）---23,19514,796
 一般財源84,36573,48561,17088,281
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他0111
 0000
 地方債00
 16,92115,76215,81316,998
 人件費割合（LC/TC）0.170.180.210.16
 総費用（TC）101,28689,24876,984105,280
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）84,36573,48661,17188,282
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）16,92115,76215,81316,998
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標
 実績
 目標
 実績
 目標hahahaha
 実績haha
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 公共下水道（雨水）
 整備率（認可面積）
 3.451,452
 成
 果
 ②
 1,4531,453
 3.761.45
 成
 果
 ①
 関連する
 個別計画
 社会資本総合整備計画
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●公共下水道（雨水）事業認可区域内の浸水被害を解消するため、水路改良を計画的に実施していく。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 １６　道路・橋梁・河川
 事務事業分類継続事業ハード事業
 事務事業名公共下水道事業
 担当課
 都市マネジメント部道路河川
 課
 課室長名清水　富士雄
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 /0/0/0/0
 /人数/0/1/1/1.3
 /0/1/1/1.3
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 公共下水道（雨水）事業を実施していくとともに、雨水出水
 浸水想定区域の指定及び内水ハザードマップの作成・公表を
 目指す。
 方向性拡大する
 内
 容
 雨水出水浸水想定区域の指定及び内水ハ
 ザードマップの作成・公表に向け、財
 源・人員を拡大する必要がある。資源の配分
 財源拡大
 人員拡大
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い近年頻発する集中豪雨や台風シーズンに備え、公共下水道（雨水）計画にのっとった整備を
 計画的に実施し、浸水被害解消に繋げる。
 （169のターゲット）
 やや低い11.5
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 防災・安全交付金事業により公共下水道
 （雨水）築造工事を実施する。
 防災・安全交付金事業により、公共下水
 道（雨水）築造工事を行う計画であった
 が、予算の関係上、事業の進捗を図るこ
 とができなかった。
 00
 一般財源増加額（前年度比）----
 一般財源
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金22,1650030,000
 県支出金
 その他34,96338,000010,000
 0000
 地方債00
 4,6156,1816,2018,061
 人件費割合（LC/TC）0.070.141.000.17
 総費用（TC）61,74344,1816,20148,061
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）57,12838,000040,000
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）4,6156,1816,2018,061
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標件件件件
 実績件件
 目標
 実績
 目標回回回回
 実績回回
 目標回回回回
 実績回回
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 12
 87
 活
 動
 ②
 橿原市空家等相談会
 開催回数
 121212
 活
 動
 ①
 橿原市住宅・建築物
 相談会　開催回数
 1212
 0
 成
 果
 ②
 1212
 43
 成
 果
 ①
 空家等利活用再生補
 助金　交付件数
 1111
 1
 関連する
 個別計画
 橿原市空家等対策計画
 社会資本総合整備計画
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計土木費土木管理費都市政策事業費すまい・空家等対策事業費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●住宅や建築に関する不安の解消を図り、建築物の安全を確保し、良好な住環境の維持、保全を図ることを目
 的とする。
 ●長期にわたり適正な維持管理がなされていない空き家の存在は、周辺住民に大きな不安を与えることから所
 有者が適正に管理するよう促す必要がある。また、利活用可能な空家等は、流動を促し、子育て世代の転入を
 促進する。
 ●持続性のある住みよい住環境を提供することを推進する。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）目標④ 安心して健康に暮らせるまちづくり
 ⇒ 基本的方向④-1 地域住民と連携したまちづくりを進めます
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 １７　住環境・建築
 事務事業分類継続事業裁量事業
 事務事業名すまい・空家等対策事業
 担当課
 都市マネジメント部住宅政策
 課
 課室長名福西　隆史
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 /0/0/0/0
 /人数/1.65/1.85/1.85/1.75
 /1.65/1.85/1.85/1.75
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 少子高齢化などの影響により、今後ますます空家が増えてい
 くと予想されるため、不適正管理空家の発生予防対策も進め
 ていく必要がある。
 方向性現状維持
 内
 容
 不適正管理空家が増え職員の対応すべき
 事項が増えてきている。
 資源の配分
 財源拡大
 人員拡大
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い市民からの問合せや相談から、各相談会申込に繋げており、専門家からアドバイスを受ける
 事により問題解決への進め方を認識し、不安解消に繋がっている。また、橿原市空家コー
 ディネーター制度の継続により、地域と連携した空家等対策を定着させていく。
 （169のターゲット）
 やや低い
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 毎月第1火曜日に派遣アドバイザーによ
 る住宅･建築物相談会を開催する。
 毎月第2木曜日に派遣アドバイザーによ
 る空家等相談会を開催する。
 流通困難な空家等を対象とし、各種専門
 家団体と協力し、流通のサポートを行う
 空家等対策プラットホームを運用する。
 地域活性化を目的とし、空家等を地域の
 コミュニティ施設等として改修するモデ
 ル的な事業の改修工事費に対し、空家等
 利活用再生補助金を交付する。
 毎月1回、派遣アドバイザーによる住
 宅･建築物相談会を開催する。
 毎月1回、派遣アドバイザーによる空家
 等相談会を開催する。
 長期間放置されている問題空家等の現況
 を所有者等に通知し、適正管理を促す。
 地域住民と協働した空家等対策強化のた
 め橿原市空家コーディネーターを認定
 し、地域住民による空家等発生予防や行
 政サポート体制の周知に努める。
 00
 一般財源増加額（前年度比）---3,690-48
 一般財源4,6704,5739804,525
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金3,6323,3116903,239
 県支出金
 その他0000
 0000
 地方債00
 10,15311,43511,47210,817
 人件費割合（LC/TC）0.550.590.870.58
 総費用（TC）18,45519,31913,14218,581
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）8,3027,8841,6707,764
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）10,15311,43511,47210,817
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標
 実績
 目標
 実績
 目標
 実績
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 成
 果
 ②
 成
 果
 ①
 関連する
 個別計画
 社会資本総合整備計画
 橿原市公営住宅等長寿命化計画
 橿原市営住宅整備・管理計画
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計土木費住宅費住宅管理費市営住宅等整備事業費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で賃貸するため、橿原市公営住宅等長寿命化計画（橿原市営
 住宅整備・管理計画を含む）に基づき、老朽化したストックの更新や長寿命化に取り組み、安全で快適な市営
 住宅を長きに亘って確保する。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 １７　住環境・建築
 事務事業分類継続事業ハード事業
 事務事業名市営住宅等整備事業
 担当課
 都市マネジメント部住宅政策
 課
 課室長名福西　隆史
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 /0/0/0/0
 /人数/2.95/2.15/2.15/2.25
 /2.95/2.15/2.15/2.25
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 公営住宅等長寿命化計画（整備・管理計画を含む）に基づ
 き、経年劣化した住棟を優先的に長寿命化改善を進めてい
 く。また、空き住宅の内装等を改修し、住宅に困窮する低額
 所得者へ供給するため、改修費が低額な住戸を優先に改修
 し、供給戸数の増加に繋げる。
 方向性現状維持
 内
 容
 社会資本整備総合交付金及び、公営住宅
 建設事業起債を活用し長寿命化改善を進
 めると共に、ストック更新に努める。資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い住宅に困窮する低額所得者に対し公営住宅等を提供するため、老朽化したストックの更新や
 長寿命化に取り組む必要がある。
 （169のターゲット）
 やや低い
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 ・四条団地外壁等改修
 ・内装等改修(空家)
 ・駐車場整備
 ・四条団地外壁等改修
 ・大久保団地外壁等改修
 ・内装等改修(空家)
 076,700
 一般財源増加額（前年度比）--33,461-5,633
 一般財源76,45022,813109,91117,180
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金46,81879,06168,72546,645
 県支出金
 その他0000
 0000
 地方債096,100
 18,15213,29013,33313,908
 人件費割合（LC/TC）0.130.060.070.09
 総費用（TC）141,420211,264191,969154,433
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）123,268197,974178,636140,525
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）18,15213,29013,33313,908
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標
 実績
 目標
 実績
 見込％％％％
 実績％％
 見込件件件件
 実績件件
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 400
 322291
 活
 動
 ②
 修繕件数
 400400400
 活
 動
 ①
 家賃等徴収率
 9999
 成
 果
 ②
 9999
 9999
 成
 果
 ①
 関連する
 個別計画
 橿原市営住宅整備・管理計画
 橿原市公営住宅等長寿命化計画
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計土木費住宅費住宅管理費市営住宅等管理事務費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●入居者に対して適正に家賃決定し徴収を行う。
 ●家賃の徴収方法として、コンビニ収納に加え、口座振替の推奨を行っていく。
 ●滞納者に対して督促状を送付し、臨戸徴収などにより家賃の納付を促す。
 ●日常的に起こるトラブル等について修繕補修を行う。
 ●団地内管理業務を行う。（見回り）
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 １７　住環境・建築
 事務事業分類継続事業義務的事務
 事務事業名市営住宅等管理事務
 担当課
 都市マネジメント部住宅政策
 課
 課室長名福西　隆史
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 /2/2/2/3
 /人数/3.2/2.75/2.75/2.55
 /5.2/4.75/4.75/5.55
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 市営住宅等は、住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家
 賃で提供することで、国民生活の安定と社会福祉の増進に寄
 与することを目的とした住宅であり、さまざまな事情による
 住宅困窮者が一定数存在していることから、今後も必要であ
 る。しかし、今後において建物の老朽化等により、建替や修
 繕が増えることが予想されるので、経費削減を進め、今後も
 市営住宅等が存続できるように対策を講じる必要がある。
 方向性現状維持
 内
 容
 住宅政策課職員が直接入居者と親身に
 なって対応することにより、住宅入居者
 の生活の秩序を維持していく必要があ
 る。
 資源の配分
 財源削減
 人員拡大
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い活動指標である家賃等徴収率及び修繕件数については、目標値を達成している。今後もこれ
 を維持していく。
 （169のターゲット）
 やや低い
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 ・市営住宅の家賃徴収をしつつ、適正な
 維持管理に努め、快適な住環境の整備を
 行う。
 ・市営住宅を適正に管理・運営し、入居
 者が安全かつ快適に生活ができるように
 する。
 ・市営住宅の家賃徴収をしつつ、適正な
 維持管理に努め、快適な住環境の整備を
 行う。
 ・市営住宅を適正に管理・運営し、入居
 者が安全かつ快適に生活ができるように
 する。
 00
 一般財源増加額（前年度比）---26,4440
 一般財源2,7560-23,6880
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他56,39764,50682,03170,038
 0000
 地方債00
 19,69016,99817,05315,762
 人件費割合（LC/TC）0.330.280.980.28
 総費用（TC）78,84381,50475,39685,800
 会計年度任用職員（※2）6,0256,09656,4898,381
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）59,15364,50658,34370,038
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）25,71523,09473,54224,143
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標件件件件
 実績件件
 目標件件件件
 実績件件
 目標件件件件
 実績件件
 目標回回回回
 実績回回
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 190
 3
 33
 活
 動
 ②
 市ホームページへの
 制度の啓発や最新情
 報の掲載回数
 333
 活
 動
 ①
 事業者への啓発リー
 フレットの配布件数
 450450
 7
 成
 果
 ②
 長期優良住宅建築等
 計画　認定件数
 180160160160
 450450
 450100
 178
 成
 果
 ①
 橿原市既存住宅省エ
 ネルギー改修工事等
 補助金　交付件数
 3222
 13
 関連する
 個別計画
 　
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計土木費土木管理費都市政策事業費住宅省エネルギー化推進事業費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●住宅の省エネルギー性能の改善を図ることにより、快適性能等の向上と共に二酸化炭素の排出削減と身体の
 健康維持・増進させる住まいづくりを推進する。
 ●優良な住宅または優良な宅地の供給に寄与し、良質な住宅が建築され、長期にわたり使用される優良な住宅
 供給を促進する。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 １７　住環境・建築
 事務事業分類継続事業ソフト事業
 事務事業名住宅省エネルギー化推進事業
 担当課
 都市マネジメント部住宅政策
 課
 課室長名福西　隆史
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 /1/1/1/1
 /人数/0.75/0.25/0.25/0.45
 /1.75/1.25/1.25/1.45
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 省エネルギー等改修補助事業の周知に努めるとともに、限ら
 れた予算を多数の方に利用してもらうため、補助限度額等の
 検討をおこなう。
 長期優良住宅建築計画認定業務では、長期間の継続した維持
 管理の必要性について、周知していく。
 方向性現状維持
 内
 容
 長期優良住宅建築計画認定件数が今後も
 増加すると考えられるため、人員は現状
 維持が必要である。また、省エネ改修に
 対する関心は高いため、財源確保が必要
 と考える。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い省エネルギー等改修補助では、市からの直接周知とともに建築関係団体への周知より、早期
 に申込額が予算額に達した。
 （169のターゲット）
 やや低い
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 住宅の省エネルギー等改修に必要な経費
 に対し、その一部を補助金として交付
 し、省エネルギー化と併せて、健康に住
 める住宅を推進する。
 長期間使用する目的で計画し、定期的な
 維持管理計画に従い、住宅を適正に管理
 することにより、住宅の資産価値を継続
 し、長期にわたり使用される優良な住宅
 供給を促進する。長期優良住宅の認定申
 請について、内容を審査し、認定書を発
 行する。
 住宅の省エネルギー等改修に必要な経費
 に対し、その一部を補助金として交付
 し、省エネルギー化と併せて、健康に住
 める住宅を推進する。
 長期間使用する目的で計画し、定期的な
 維持管理計画に従い、住宅を適正に管理
 することにより、住宅の資産価値を継続
 し、長期にわたり使用される優良な住宅
 供給を促進する。長期優良住宅の認定申
 請について、内容を審査し、認定書を交
 付する。
 00
 一般財源増加額（前年度比）---2,013-265
 一般財源2,3161,5953031,330
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他2,3232,6353,7492,918
 0000
 地方債00
 4,6151,5461,5512,782
 人件費割合（LC/TC）0.840.810.840.85
 総費用（TC）9,2545,7765,6037,030
 会計年度任用職員（※2）3,1393,1593,1323,186
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）4,6394,2304,0524,248
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）7,7544,7054,6835,968
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標棟棟棟棟
 実績棟棟
 目標棟棟棟棟
 実績棟棟
 目標件件件件
 実績件件
 目標件件件件
 実績件件
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 0
 2,500
 2,5222,510
 活
 動
 ②
 旧耐震基準の木造住
 宅所有者に対する耐
 震啓発文書の送付
 2,5002,5102,500
 活
 動
 ①
 橿原市既存木造住宅
 耐震診断
 3010
 3
 成
 果
 ②
 橿原市既存住宅耐震
 改修補助金（既存木
 造住宅耐震建替え工
 事）
 3222
 1010
 3810
 0
 成
 果
 ①
 橿原市既存住宅耐震
 改修補助金（既存木
 造住宅総合耐震改修
 工事）
 7333
 6
 関連する
 個別計画
 橿原市耐震改修促進計画
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計土木費土木管理費建築指導監督費建築物耐震化推進事業費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●災害に強い、安全・安心なまちづくりの推進に向けて、日常最も滞在時間の長い住宅、不特定多数の人が利
 用する建築物や緊急輸送路等を閉鎖する恐れのある特定既存耐震不適格建築物及び防災拠点となる市有建築物
 等で、旧耐震基準で建築された既存建築物のうち耐震化されていない建築物について、地震に対する安全性の
 向上を目的に、耐震化の普及啓発や耐震改修に対する助成に係る取組み等を計画的に行うことで、建築物等の
 耐震化を促進する。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 １７　住環境・建築
 事務事業分類継続事業ソフト事業
 事務事業名建築物耐震化推進事業
 担当課
 都市マネジメント部建築安全
 推進課
 課室長名中村　友彦　
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 /0/0/0/0
 /人数/2.7/2.7/2.65/2.7
 /2.7/2.7/2.65/2.7
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 助成の申請が多数あり抽選により優先順位をつけて事業を実
 施したが、辞退される方が多く対応が難しかった。また、イ
 ベントに合わせての周知活動も当該事業の対象となる市民の
 方の参加が少なかった。令和5年度は、当該事業の対象とな
 る市民の方が多く集まる場所にて啓発パネルの掲示等により
 事業の周知を図ると共に、予算の残額等状況を踏まえ随時募
 集への切替ができるよう取り組む。
 方向性現状維持
 内
 容
 災害時において一人でも多くの市民の安
 全を確保するため、助成の予算を実際の
 申込み件数の状況に添って要望すると共
 に、周知を充実させ、毎年一定数の耐震
 化を実施して行いたい。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員拡大
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い地震災害時の市民の命に直結する事業であり、予算の範囲内となるが普及啓発や助成により
 建築物の耐震化を促進し、地震災害による被害の減少に繋げている。
 （169のターゲット）
 やや低い7.111.5
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 ・普及啓発の為、DMを活用し、旧耐震
 基準の住宅所有者に対して耐震化を促
 す。
 ・助成
 　既存木造住宅耐震診断事業
 　既存木造住宅 総合耐震改修補助事業
 　特殊建築物等耐震診断事業
 　危険ブロック塀等撤去費補助事業
 ・普及啓発の為、DMを活用し、旧耐震
 基準の住宅所有者に対して耐震化を促
 す。
 ・助成
 　既存木造住宅耐震診断事業
 　既存木造住宅 総合耐震改修補助事業
 　特殊建築物等耐震診断事業
 　危険ブロック塀等撤去費補助事業
 00
 一般財源増加額（前年度比）---1,50214
 一般財源3,2592,8241,7572,838
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金4,5702,7911,7442,814
 県支出金
 その他0000
 0000
 地方債00
 16,61416,68916,43316,689
 人件費割合（LC/TC）0.680.750.820.75
 総費用（TC）24,44322,30419,93422,341
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）7,8295,6153,5015,652
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）16,61416,68916,43316,689
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標
 実績
 目標
 実績
 見込件件件件
 実績件件
 見込件件件件
 実績件件
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 45
 3229
 活
 動
 ②
 開発指導事業（協定
 書締結）
 454545
 活
 動
 ①
 建築基準法事業（建
 築確認申請、計画通
 知）
 500500
 成
 果
 ②
 500500
 528477
 成
 果
 ①
 関連する
 個別計画
 　
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計土木費土木管理費建築指導監督費建築指導監督事務費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●建築基準法により書類審査、現場確認を行い、建築物等が基準に適合していることを確認する。また既存建
 築物が適正に維持管理され使用されていることを確認する。
 ●建築物に関する法令等により、各種手続きの確認を行う。
 ●開発行為による公共施設の協議と開発指導要綱に基づく指導及び県への進達業務を行う。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 １７　住環境・建築
 事務事業分類継続事業任意事務
 事務事業名建築指導監督事務
 担当課
 都市マネジメント部建築安全
 推進課
 課室長名中村　友彦
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 /0/1/0/1
 /人数/7.3/7.3/5.45/7.3
 /7.3/8.3/5.45/8.3
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 建築行政を担う人材の確保が早急に必要である。また、法令
 等の改正に伴い、市民から建築行政職員に求められる業務内
 容も刻々と変化をしており、多岐にわたる知識や技術の習得
 と共に、知識、技術の継承を行って行く。
 方向性現状維持
 内
 容
 法令等に定められた業務であり、度重な
 る法改正に対応すべく業務も増大してお
 り、法を熟知した人材を育成するための
 期間の確保が必要である。その為にも人
 員を削減することはできない。
 資源の配分
 財源拡大
 人員拡大
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い建築基準法または、その他関係法令等により事務を行うことで安心安全で快適な住環境の整
 備について役割を果たしている。
 （169のターゲット）
 やや低い7.111.3
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 ・建築基準法に基づく書類審査等
 ・都市計画法等に基づく開発行為に対す
 る適切な指導等
 ・建設リサイクル法に基づく届出、通知
 受理等
 ・奈良県住みよい福祉のまちづくり条例
 に基づく書類審査等
 ・建築物省エネ法に基づく書類審査等
 ・建築基準法に基づく書類審査等
 ・都市計画法等に基づく開発行為に対す
 る適切な指導等
 ・建設リサイクル法に基づく届出、通知
 受理等
 ・奈良県住みよい福祉のまちづくり条例
 に基づく書類審査等
 ・建築物省エネ法に基づく書類審査等
 00
 一般財源増加額（前年度比）---695206
 一般財源1,0049393091,145
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他2,9093,3583,6173,249
 40404040
 地方債00
 44,91745,12233,79645,122
 人件費割合（LC/TC）0.920.930.890.93
 総費用（TC）48,87049,45937,76249,556
 会計年度任用職員（※2）08190819
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）3,9534,3373,9664,434
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）44,91745,94133,79645,941
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標tttt
 実績tt
 目標tttt
 実績tt
 目標回回回回
 実績回回
 目標件件件件
 実績件件
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 16,368
 140
 134134
 活
 動
 ②
 温室効果ガス削減に
 寄与する設備設置に
 対する補助件数（延
 べ件数）
 200140140
 活
 動
 ①
 温暖化対策啓発事
 業・市民講座の回数
 2525
 5,976
 成
 果
 ②
 市役所業務のうち事
 業系に係る温室効果
 ガス排出量（CO2換
 算）
 18,91218,56818,22517,882
 2525
 24
 16,716
 成
 果
 ①
 市役所業務のうち事
 務系に係る温室効果
 ガス排出量（CO2換
 算）
 7,5777,3117,0456,779
 6,846
 関連する
 個別計画
 橿原市環境総合計画
 橿原市地球温暖化対策推進実行計画
 橿原市電力の調達に係る環境配慮方針
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計衛生費保健衛生費環境対策費環境対策事業費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●河川の汚濁原因となる生活排水対策を行うため、啓発活動の普及促進と併せて水質や騒音等の現状調査を実
 施し、必要に応じて事業所等に対する指導を行う。
 ●地球温暖化対策を行うため、市役所自らが率先行動として、事務事業に伴う温室効果ガスの排出量を削減す
 る。
 ●環境教育や啓発事業により市民意識を高め、また、温室効果ガス削減に寄与する設備を設置された市民に対
 して、設置費用の一部を補助することで脱炭素社会の実現に向けた行動を実践するまちづくりを推進する。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 １８　地球環境
 事務事業分類継続事業ソフト事業
 事務事業名環境対策事業
 担当課環境部環境政策課
 課室長名吉川　光男
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 /0.6/0/0/0
 /人数/2.3/2.9/2.9/2.9
 /2.9/2.9/2.9/2.9
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 改定した環境総合計画に基づき、４Rや省エネルギー行動な
 どの啓発を、ホームページやSNS、アプリ等のデジタルツー
 ルも活用しながら実施していく。
 また、公害対策の各種規制については引き続き環境に影響が
 生じないよう取り組んでいく。
 方向性手段見直し
 内
 容
 改定した環境総合計画に基づき、各種啓
 発などの取組を進めていく。公害対策の
 各種規制については引き続き取り組む。
 財源等は環境維持のために必要最小限と
 なる現状維持とした。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高いCO2排出量は減少傾向にあり、目標値をクリアしている。ただし、本目標値は平成29年度
 に2013年度比26％削減を達成するために設定したものであり、近年示された政府目標であ
 る2013年度比46％削減を達成しているわけではないため、さらに取組を継続・発展してい
 く必要がある。
 （169のターゲット）
 やや低い13.37
 低い6.3
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 ・環境の現状を把握するため、河川等の
 水質、自動車交通騒音を測定する。
 ・市域の温室効果ガス排出抑制を目的と
 して、家庭用の省エネ機器を設置した市
 民に対して、設置費用の一部を補助す
 る。
 ・橿原市環境総合計画の進捗状況を橿原
 市環境審議会に報告する。
 ・市役所自らが省エネ等により温室効果
 ガスの排出量を削減する。
 ・市民に対して温暖化防止意識の向上の
 ため普及啓発を行う。
 ・環境の現状を把握するための、河川等
 の水質、自動車交通騒音測定。
 ・市域の温室効果ガス排出抑制を目的と
 して、家庭用の省エネ機器を設置した市
 民への設置費用の補助。
 ・橿原市環境総合計画の進捗状況の橿原
 市環境審議会への報告。
 ・橿原市環境総合計画の新計画の策定。
 ・市役所自らの温室効果ガスの排出量削
 減。
 ・市民に対しての温暖化防止意識の向上
 のための普及啓発。
 00
 一般財源増加額（前年度比）---1,458-934
 一般財源13,72113,23412,26312,300
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金7575750
 県支出金
 その他00440
 0000
 地方債00
 14,15217,92517,98317,925
 人件費割合（LC/TC）0.550.570.590.59
 総費用（TC）27,94831,23430,36530,225
 会計年度任用職員（※2）1,162000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）13,79613,30912,38212,300
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）15,31417,92517,98317,925
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標％％％％
 実績％％
 目標
 実績
 目標点点点点
 実績点点
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 リユース品提供点数
 05,540
 11.1
 成
 果
 ②
 5,5405,540
 010,456
 成
 果
 ①
 資源化率（リサイク
 ル量／ごみの総排出
 量）
 13.81414.314.5
 11.7
 関連する
 個別計画
 橿原市環境総合計画
 橿原市一般廃棄物処理基本計画
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計衛生費清掃費リサイクルプラザ管理費３Ｒ推進事業費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●啓発活動：広報誌やホームページ、スマートフォン向けアプリによる情報提供や、環境保全ポスター及び標
 語の募集・展示を通じて、3R（リデュース・リユース・リサイクル）の重要性を市民に啓発する。
 ●環境教育：処理施設の見学受入れや出前講座を実施し、市民の自主的な環境教育への取組を支援する。
 市民へのリユース品の提供を通じて、2R（リデュース・リユース）の意識向上を図る。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 １８　地球環境
 事務事業分類継続事業ソフト事業
 事務事業名３Ｒ推進事業
 担当課環境部資源循環課
 課室長名吉川　善久
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 /2/0/0/0
 /人数/1.45/1.4/1.3/1.3
 /3.45/1.4/1.3/1.3
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 更なる廃棄物の減量に向け、３Ｒの中でもリデュース（排出
 抑制）・リユース（再使用）を優先的かつ効率的に推進する
 必要がある。
 方向性現状維持
 内
 容
 効率的な啓発となるよう手法を適宜見直
 すことにより事業を継続する。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い成果指標となる資源化率については、低迷しているものの、今まではイベントのみで提供し
 ていたが、リサイクル館で開館日にリユース品の提供を本の提供については４月～、子育て
 グッズについては７月～、大人服・食器については令和５年３月～リユース品の提供を始
 め、市民のごみ分別・リサイクル意識の高揚が図れている。
 （169のターゲット）
 やや低い12.5
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 ●啓発活動
 ・環境保全をテーマとしたポスター及び
 標語の募集・展示
 ●環境教育
 ・施設見学・視察の受け入れ
 ・出前講座の開催
 ・リサイクルフェア（年2回）
 　※コロナにより中止
 ・子育て応援リサイクルフェア（年1
 回）
 　※コロナにより中止
 ・リサイクルブックフェア（月2回）
 　※5月の2回分中止
 ・リサイクル体験工房教室
 ・エコキッズ探検隊（リサイクル工場見
 学・年1回）
 　※コロナにより中止
 ●啓発活動
 ・環境保全をテーマとしたポスター及び
 標語の募集・展示
 ●環境教育
 ・ＤＶＤによる処理施設案内
 ・リユース品の提供（４月～本の提供、
 ７月～子育てグッズの提供、令和５年３
 月～大人服・食器の提供）
 ・リサイクルフェア（年１回）
 00
 一般財源増加額（前年度比）---1,48727
 一般財源1,657428170455
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他198105165105
 0000
 地方債00
 8,9228,6548,0628,036
 人件費割合（LC/TC）0.980.940.960.93
 総費用（TC）10,7779,1878,3978,596
 会計年度任用職員（※2）1,586000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）1,855533335560
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）10,5088,6548,0628,036
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標
 実績
 目標
 実績
 見込トントントントン
 実績トントン
 見込
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 ごみ処理量（プラザ
 分）
 4,6004,600
 成
 果
 ②
 4,6004,500
 5,3485,011
 成
 果
 ①
 関連する
 個別計画
 橿原市環境総合計画
 橿原市一般廃棄物処理基本計画
 （容リ法に基づく）分別収集計画
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計衛生費清掃費リサイクルプラザ管理費リサイクルプラザ管理運営費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●施設管理：長期包括運営委託により、廃棄物の安全かつ安定した処理体制を確保するとともに、リサイクル
 プラザの効率的な事業運営を実施する。
 ●ごみ搬入受付：ごみ搬入時に、計量にて内容物等を確認し、必要に応じて分別方法や持ち込み方法について
 搬入者に案内・指導する。
 ●資源物処理：搬入された不燃ごみ及び資源物は、市の処理施設において適切な前処理を行い、十分な品質を
 確保した上で、リサイクル業者に引き渡す。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 １８　地球環境
 事務事業分類継続事業義務的事務
 事務事業名リサイクルプラザ管理事務
 担当課環境部資源循環課
 課室長名吉川　善久
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 /3/2.2/2.2/2.2
 /人数/7.6/7.15/7/7.25
 /10.6/9.35/9.2/9.45
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 現状の長期包括運営委託契約が令和5年度で終了となるた
 め、今後も継続して高いレベルで処理を継続していくことが
 必要。
 方向性現状維持
 内
 容
 長期包括運営委託を実施していることか
 ら、費用・人員ともに現状維持。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高いごみの減少スピードが予想したほどではなかったことから目標値を超えているが、長期包括
 運営委託の導入と適切なモニタリングにより施設の健全性を保ち、廃棄物を滞りなく処理
 し、有用資源の回収を行うことができた。
 （169のターゲット）
 やや低い12.5
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 ●施設管理
 ・施設稼働に係るモニタリング
 ・工房室及び会議室の貸出し
 ●ごみ搬入受付
 ・搬入者への分別方法や持ち込み方法等
 の案内及び指導
 ●資源物処理
 ・中間処理（選別・圧縮等）
 ・再生事業者への引き渡し【資源化品
 目】紙類（新聞、雑誌、ダンボール）、
 金属類（破砕鉄、破砕アルミ、破砕不適
 物、雑線）、缶類、ガラス類、ペットボ
 トル・プラボトル、使用済小型家電、羽
 毛ぶとん
 ●施設管理
 ・施設稼働に係るモニタリング
 ・工房室及び会議室の貸出し
 ●ごみ搬入受付
 ・搬入者への分別方法や持ち込み方法等
 の案内及び指導
 ●資源物処理
 ・中間処理（選別・圧縮等）
 ・再生事業者への引き渡し【資源化品
 目】紙類（新聞、雑誌、ダンボール）、
 金属類（破砕鉄、破砕アルミ、破砕不適
 物、雑線）、缶類、ガラス類、ペットボ
 トル・プラボトル、使用済小型家電、羽
 毛ぶとん
 00
 一般財源増加額（前年度比）---27,593-8,940
 一般財源157,643155,677130,050146,737
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他86,88789,686111,657103,877
 0000
 地方債00
 46,76344,19543,40744,813
 人件費割合（LC/TC）0.170.170.170.17
 総費用（TC）291,293289,558285,114295,427
 会計年度任用職員（※2）3,8684,1464,0334,228
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）244,530245,363241,707250,614
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）50,63148,34147,44049,041
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標ｔｔｔｔ
 実績ｔｔ
 目標日日日日
 実績日日
 目標件件件件
 実績件件
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 0
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 橿原市再資源集団回
 収登録団体数
 221243
 1,266
 成
 果
 ②
 ゴミ袋販売停滞日数
 0000
 243243
 243220
 0
 成
 果
 ①
 資源物回収量
 2,4622,5102,5622,598
 1,372
 関連する
 個別計画
 橿原市一般廃棄物処理基本計画
 橿原市環境総合計画
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計衛生費清掃費清掃総務費ごみ減量化・資源化事業費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●安全で快適な暮らしの都市づくり、循環型社会の形成を推進することを基本に、ごみ減量に対する市民意識
 の向上を図るため、再資源集団回収を自主的に行う地域団体に報償金の交付を行い、一般家庭には家庭用生ご
 み処理機器購入補助金の交付を行う。
 ●ごみの減量を目的とした有料指定ごみ袋制度の運用を継続するために指定ごみ袋の制作、取扱店との委託業
 務を行う。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 １８　地球環境
 事務事業分類継続事業ソフト事業
 事務事業名ごみ減量化・資源化事業
 担当課環境部環境政策課
 課室長名吉川　光男
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 /0.04/0/0/0
 /人数/1.66/1.7/1.7/1.7
 /1.7/1.7/1.7/1.7
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 引き続き指定ごみ袋の製作・保管配送、取扱店と委託契約を
 実施し、ごみ袋を安定的に供給できるように取り組む。再資
 源集団回収や生ごみ処理機器の補助により、ゴミ減量化の取
 組や環境意識の形成を行う。
 方向性現状維持
 内
 容
 指定ごみ袋の製作・販売は、現状どおり
 実施する。再資源集団回収や生ごみ処理
 機器補助についても、要望が高いため現
 状維持で継続する。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い再資源集団回収量については、コロナ禍などの影響を受けて地域団体活動が縮小、回収量は
 減少しており、報償金による活動促進の効果が薄くなっている。
 ごみ袋販売については、平成１５年度の有料化開始以降、ごみ発生量は大きなリバウンドも
 なく微減傾向にあり、有料化によるごみの減量効果は継続している。コロナ禍により他自治
 体では品薄状態になることもあったが、本市では十分な量を供給することができている。
 （169のターゲット）
 やや低い12.512.2
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 ・集団回収を自主的に行った団体に対し
 て報償金を交付する。
 ・生ごみ処理機器を購入した市民に購入
 費用の一部を補助する。
 ・家庭からの可燃ごみの排出において、
 市指定ごみ袋を購入し使用することで、
 ごみ処理経費の一部を負担してもらう。
 指定ごみ袋を安定的に供給するために、
 指定ごみ袋の製作を行い、市内の取扱店
 と業務委託を締結、配送・保管に関して
 も委託契約を締結する。
 ・集団回収を自主的に行った団体に対し
 て報償金を交付。
 ・生ごみ処理機器を購入した市民に購入
 費用の一部を補助。
 ・家庭からの可燃ごみの排出に市指定ご
 み袋を購入・使用することで、ごみ処理
 経費の一部を負担してもらう有料化を実
 施。
 ・指定ごみ袋を安定的に供給するため
 に、指定ごみ袋の製作、市内の取扱店と
 業務委託を締結、配送・保管委託契約を
 締結。
 ・令和4年4月1日より、特小サイズのご
 み袋の販売開始。
 00
 一般財源増加額（前年度比）---3,5500
 一般財源4220-3,1280
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他58,84465,86665,86677,804
 0000
 地方債00
 10,21410,50810,54210,508
 人件費割合（LC/TC）0.150.140.140.12
 総費用（TC）69,48076,37473,28088,312
 会計年度任用職員（※2）73000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）59,26665,86662,73877,804
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）10,28710,50810,54210,508
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標円円円円
 実績円円
 目標
 実績
 目標枚枚枚枚
 実績枚枚
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 土のう袋配布枚数
 45,60045,600
 0
 成
 果
 ②
 45,60045,600
 29,16039,825
 成
 果
 ①
 河川の清掃活動の報
 償金
 726,000000
 404,700
 関連する
 個別計画
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計衛生費保健衛生費環境衛生費環境衛生事業費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●安全で快適な生活環境をつくるため、自治会等が行う河川の清掃に対する報償金の支給や、泥上げのための
 土のう袋の配布を行う。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 １９　生活環境
 事務事業分類継続事業任意事務
 事務事業名環境衛生事業
 担当課環境部収集業務課
 課室長名新田　浩幸
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 /0/0/0/0
 /人数/4.5/6.55/6.55/6.45
 /4.5/6.55/6.55/6.45
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 コロナ禍の影響で地域清掃活動にも変化がみられるため、市
 民のニーズに対応し、自治会等と連携し更に衛生環境の向上
 を図る必要がある。
 方向性現状維持
 内
 容
 環境や衛生面から市民ニーズが高く、削
 除余地は少ない。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高いコロナ禍の影響により地域清掃を中止にする自治会等もあり、土のう袋の配布枚数は目標を
 下回ったものの、地域において環境美化活動は引き続いて行われ、さまざまな支援の継続的
 な実施により、安全で快適な生活環境の形成に効果が出ている。
 （169のターゲット）
 やや低い
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 土のう袋を配布する。
 河川清掃活動終了後、活動により発生し
 たごみを収集をする。
 市内の一級河川の河川清掃活動の参加人
 員に応じた報償金を支払う。
 土のう袋を配布する。
 河川清掃活動終了後、活動により発生し
 たごみを収集をする。
 市内の一級河川の河川清掃活動の参加人
 員に応じた報償金を支払う。
 00
 一般財源増加額（前年度比）--7263
 一般財源8,2368,6198,3088,682
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他0000
 0000
 地方債00
 27,68940,48640,61739,868
 人件費割合（LC/TC）0.770.820.830.82
 総費用（TC）35,92549,10548,92548,550
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）8,2368,6198,3088,682
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）27,68940,48640,61739,868
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標
 実績
 目標
 実績
 見込tttt
 実績tt
 見込
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 可燃ごみ収集量
 20,47520,234
 成
 果
 ②
 20,04519,745
 20,81120,340
 成
 果
 ①
 関連する
 個別計画
 橿原市環境総合計画
 橿原市一般廃棄物処理基本計画
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計衛生費清掃費塵芥処理費塵芥収集事務費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●安全で快適な都市づくりを目指し、市民の清潔な生活環境を維持するため、一般家庭ごみの収集を行う。
 ●安定的なごみ収集を実施するため、収集車の点検整備・修理をし、計画的な車両の更新をする。
 ●不法投棄ごみに対し適切に処理対応をする。
 ●高齢者などごみ出しが困難な世帯を対象としたふれあい収集、リクエスト収集を実施する。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 １９　生活環境
 事務事業分類継続事業義務的事務
 事務事業名塵芥収集事務
 担当課環境部収集業務課
 課室長名新田　浩幸
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 /19/26/13/25
 /人数/60.1/59.35/59.35/58.45
 /79.1/85.35/72.35/83.45
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 収集活動をより安全かつ迅速に行うため、職員の資質の向上
 を図る研修を実施すると同時に、収集作業が効率的に行える
 よう、収集体制及び収集ルートの管理を行うことにより、安
 全かつ迅速な収集作業をする必要がある。
 方向性現状維持
 内
 容
 必要最低限の車両を使用し、適切に車両
 管理を行い収集業務を行っているため、
 低減の余地は少ない。資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い可燃ごみの収集量は目標値を上回っており、コロナ禍の影響を受けた自宅待機等によるごみ
 排出量の増加が原因と推測される。このような状況の中、適切な収集体制の確保や車両管理
 を行い、安定した家庭系一般廃棄物の収集や高齢者などごみ出しが困難な世帯を対象とした
 ふれあい収集、リクエスト収集を実施しており、良好な生活環境の形成に効果が出ている。
 （169のターゲット）
 やや低い
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 一般家庭ごみ収集を行う。
 収集車の定期的な点検整備、消耗品の交
 換や修理、車両の入替をする。
 不法投棄ごみに対し適切に処理対応をす
 る。
 高齢者を対象にふれあい収集・リクエス
 ト収集をする。
 一般家庭ごみ収集を行う。
 収集車の定期的な点検整備、消耗品の交
 換や修理、車両の入替をする。
 不法投棄ごみに対し適切に処理対応をす
 る。
 高齢者を対象にふれあい収集・リクエス
 ト収集をする。
 037,000
 一般財源増加額（前年度比）--19,636-1,379
 一般財源113,065155,668132,701154,289
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他262603,226
 0000
 地方債12,50013,500
 369,796366,843368,030361,280
 人件費割合（LC/TC）0.830.790.800.74
 総費用（TC）495,387536,037500,731555,795
 会計年度任用職員（※2）42,20956,92031,96049,686
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）125,591169,194132,701194,515
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）412,005423,763399,990410,966
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標％％％％
 実績％％
 目標
 実績
 目標件件件件
 実績件件
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 浄化槽設置整備事業
 補助実施件数
 1525
 84.6
 成
 果
 ②
 2525
 1918
 成
 果
 ①
 生活排水処理率
 83.584.785.987.2
 83.5
 関連する
 個別計画
 橿原市環境総合計画
 橿原市一般廃棄物処理基本計画
 循環型社会形成推進地域計画
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計衛生費清掃費し尿処理対策費し尿処理事業費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●生活排水対策：下水道事業の及ばない地域の住民に対し、所定の条件を満たす浄化槽の設置・整備に係る補
 助金を交付し、浄化槽の整備促進を図る。
 ●災害対策：災害に起因する浸水等により、し尿収集の必要性が生じた市民に対し、緊急支援体制を整備し早
 急な復旧を図る。
 ●し尿等の収集：し尿等の収集計画を策定し、収集業務を円滑に実施する。
 ●啓発活動：許可業者と連携し、広報等を通じて市民に周知する。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 １９　生活環境
 事務事業分類継続事業裁量事業
 事務事業名し尿処理事業
 担当課環境部資源循環課
 課室長名吉川　善久
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 /0/0/0/0
 /人数/2.65/2.55/2.5/2.5
 /2.65/2.55/2.5/2.5
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 人口減少や下水道の普及によって、し尿等の収集量の減少が
 予想されるが、現状は減少幅が緩やかな状態であり、長期的
 に見ても完了することのない事業であると思われることか
 ら、持続可能な形で継続する方法を検討していく。
 方向性現状維持
 内
 容
 収集量が緩やかな減少状態で推移してい
 るため、処理費用の大幅な減少や、必要
 となる業務量の減少も見込めない。資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い合併浄化槽設置に対しての補助を行い、下水道を含めた生活排水処理率は市の人口の８４．
 ６％に達した。
 （169のターゲット）
 やや低い6.311.6
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 ●生活排水対策
 ・橿原市浄化槽設置整備事業補助金交付
 要綱に基づく補助金の交付。
 ●災害対策
 ・橿原市し尿収集手数料補助金交付要綱
 に基づく補助金の交付。
 ●し尿等の収集
 ・し尿収集運搬及び浄化槽清掃許可の事
 務手続き。
 ・し尿等の収集計画の策定及び広報等に
 よる周知。
 ●生活排水対策
 ・橿原市浄化槽設置整備事業補助金交付
 要綱に基づく補助金の交付。
 ●災害対策
 ・橿原市し尿収集手数料補助金交付要綱
 に基づく補助金の交付。
 ●し尿等の収集
 ・広報等による周知（し尿等の収集計
 画）。
 00
 一般財源増加額（前年度比）--1,015-782
 一般財源11,96513,77912,98012,997
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金3,2043,2041,8402,403
 県支出金
 その他600060
 2,4033,2042,3372,403
 地方債00
 16,30615,76215,50315,453
 人件費割合（LC/TC）0.480.440.470.46
 総費用（TC）33,93835,94932,66033,316
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）17,63220,18717,15717,863
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）16,30615,76215,50315,453
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標
 実績
 目標
 実績
 見込kLkLkLkL
 実績kLkL
 見込
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 し尿等処理量（年
 間）
 25,35023,350
 成
 果
 ②
 22,97022,610
 23,69823,101
 成
 果
 ①
 関連する
 個別計画
 橿原市一般廃棄物処理基本計画
 橿原市環境総合計画
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計衛生費清掃費し尿処理場管理費し尿処理場管理運営費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●施設管理：長期包括運営委託事業（運営を民間事業者に任せる。）により、一般廃棄物（し尿・浄化槽汚
 泥）の安全かつ安定した処理体制を確保するとともに、浄化センターの効率的な事業運営を実施する。
 ●資源化処理：処理工程で発生する一般廃棄物（脱水汚泥）の外部資源化により、周辺環境の負荷低減及び資
 源の有効利用を図る。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 １９　生活環境
 事務事業分類継続事業義務的事務
 事務事業名し尿処理場管理事務
 担当課環境部資源循環課
 課室長名吉川　善久
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 /1/0/0/0
 /人数/2.3/1.9/1.95/1.95
 /3.3/1.9/1.95/1.95
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 施設が停滞することで市民の生活環境を脅かすことの無いよ
 う、長期包括運営委託業者の監理を行う。
 方向性現状維持
 内
 容
 長期包括運営委託を実施していることか
 ら、費用・人員ともに現状維持となる。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い長期包括運営委託の導入と適切なモニタリングにより施設の健全度を保ち、廃棄物（し尿・
 浄化槽汚泥）を滞りなく処理できた。
 （169のターゲット）
 やや低い6.311.6
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 ●施設管理
 ・施設稼働に係るモニタリング
 ・法令に基づく環境測定業務等の適切な
 実施
 ・近隣市町村の要請による、し尿等の受
 け入れ処理
 ●資源化処理業務
 ・資源化処理に係る契約及び協定書等の
 締結
 ・事務処理（報告、通知等）
 ●施設管理
 ・施設稼働に係るモニタリング
 ・法令に基づく環境測定業務等の適切な
 実施
 ・近隣市町村の要請による、し尿等の受
 け入れ処理
 ●資源化処理業務
 ・事務処理（事前協議、通知、報告等）
 00
 一般財源増加額（前年度比）--23,4658,465
 一般財源125,609146,452149,074154,917
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他48,57231,30124,45330,976
 0000
 地方債00
 14,15211,74412,09212,053
 人件費割合（LC/TC）0.080.060.070.06
 総費用（TC）188,333189,497185,619197,946
 会計年度任用職員（※2）961000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）174,181177,753173,527185,893
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）15,11311,74412,09212,053
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標枚枚枚枚
 実績枚枚
 目標
 実績
 目標枚枚枚枚
 実績枚枚
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 集合注射による狂犬
 病予防注射済票交付
 数
 500510
 3,423
 成
 果
 ②
 520530
 578534
 成
 果
 ①
 狂犬病予防注射済票
 交付数
 3,3003,3503,4003,450
 3,284
 関連する
 個別計画
 橿原市環境総合計画
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計衛生費保健衛生費環境衛生費地域環境衛生事業費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●狂犬病予防法に基づき、犬の登録業務及び狂犬病予防注射業務を推進すべく、啓発等を通じて登録数と注射
 の増加を図る。
 ●動物愛護の精神の高揚並びに繁殖力が高い猫による迷惑防止を図る。
 ●地域の美観形成を目的として、地域コミュニティ活動の推進を図るとともに、心豊かで住みよいまちづくり
 を目指す。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 １９　生活環境
 事務事業分類継続事業ソフト事業
 事務事業名地域環境衛生事業
 担当課環境部環境政策課
 課室長名吉川　光男
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 /0.11/0/0/0
 /人数/1.79/1.9/1.9/1.9
 /1.9/1.9/1.9/1.9
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 今後も啓発活動を通して、犬の登録や狂犬病予防注射の事業
 を実施していく。また、飼い主のいない猫の不妊去勢手術を
 支援し、市民へ地域に生息する猫に対する理解を促してい
 く。
 購入した犬や猫のマイクロチップ登録が義務となったため、
 対応について検討する。
 方向性現状維持
 内
 容
 狂犬病予防の観点から、必要な事業と考
 えており、安定した事業推進のため、現
 状維持で実施する。資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い狂犬病予防接種済票交付については、動物病院で接種したものの、市での済票の申請に来ら
 れない案件が増加している。狂犬病予防集合注射については、滞りなく実施されている。犬
 の登録制度や予防注射について、防疫の観点から必要性が高いが、市民の理解によるところ
 が大きい。
 （169のターゲット）
 やや低い3.3
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 ・市内地区公民館等で狂犬病予防集合注
 射を実施。
 ・犬の登録業務を市内動物病院へ委託
 し、新規登録をしやすくします。
 ・繁殖力が高い猫による迷惑防止を図り
 ます。
 ・市内地区公民館等で狂犬病予防集合注
 射を実施。
 ・犬の新規登録をしやすくするため、登
 録業務を市内動物病院へ委託。
 ・繁殖力が高い猫の迷惑防止。
 00
 一般財源増加額（前年度比）---135600
 一般財源-7700-905600
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他2,5082,2062,6141,632
 0000
 地方債00
 11,01411,74411,78211,744
 人件費割合（LC/TC）0.880.840.870.84
 総費用（TC）12,75213,95013,49113,976
 会計年度任用職員（※2）218000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）1,7382,2061,7092,232
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）11,23211,74411,78211,744
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標
 実績
 目標
 実績
 見込トントントントン
 実績トントン
 見込
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 可燃ごみ搬入量
 039,832
 成
 果
 ②
 39,33036,044
 040,872
 成
 果
 ①
 関連する
 個別計画
 橿原市一般廃棄物処理基本計画
 橿原市環境総合計画
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計衛生費清掃費一般廃棄物処理費一般廃棄物処理企画運営費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●生活環境の保全と公衆衛生の向上を図るため、橿原市一般廃棄物処理基本計画に基づき、本市内で発生する
 一般廃棄物（可燃ごみ）を適正かつ計画的に処理する。
 ●エネルギー回収型廃棄物処理施設について、処理機能・品質を確保し、処理経費の平準化・費用対効果の向
 上を図るため、民間事業者に施設運営を包括的に委託する。
 ●当該事業を監理するモニタリング業務や各種分析業務、焼却灰の最終処分に係る業務、一般廃棄物収集運搬
 業の許可に係る事務を実施する。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 １９　生活環境
 事務事業分類新規事業義務的事務
 事務事業名一般廃棄物処理運営事務
 担当課環境部環境施設課
 課室長名瀬尾　優幸

-223-



 /0/0/0/0
 /人数/0/9/9/9
 /0/9/9/9
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 施設稼働開始から20年経過し、設備の老朽化が進んでお
 り、今後運営費は増大してくる。平成26年度から10年間の
 長期包括運営委託を導入し、財政の平準化・低減化を図って
 おり、引き続き財政の平準化・低減化を目指し、令和6年度
 から14年間の第Ⅱ期長期包括運営委託を導入する。
 方向性現状維持
 内
 容
 将来の施設整備の財源を確保するための
 一般廃棄物処理施設整備基金に令和4年
 度より積み立てを行う。施設運営におい
 ては、適切なモニタリングを実施し、安
 定的、継続的に廃棄物を適正に処理す
 る。また、モニタリング能力維持のため
 職員の技術力向上にも努める。
 資源の配分
 財源拡大
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い平成26年度から10年間の長期包括運営委託を導入し財政の平準化・低減化を行った結果、
 令和4年度の実績では、VFMが17.4％となっている。焼却施設としては、ごみの減少ス
 ピードが予想より少なかったことから目標値を超えているが、長期包括運営委託の導入と適
 切なモニタリングにより施設の健全性を保ち、廃棄物を滞りなく処理できた。
 （169のターゲット）
 やや低い7.211.6
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 ・施設運営の健全性や継続性を確保する
 ため、長期包括運営委託事業のモニタリ
 ング業務を実施
 ・施設に搬入される廃棄物の内容確認及
 び検査並びに処理手数料の徴収
 ・市内で発生する事業系一般廃棄物の収
 集運搬業の許可に係る事務を実施
 ・一般廃棄物処理計画に則り、市内で生
 じる一般廃棄物（可燃ごみ）の適正な処
 理を確保
 ・次期長期包括運営委託事業に係る導入
 準備を実施
 00
 一般財源増加額（前年度比）--413,051-20,304
 一般財源0439,513413,051419,209
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他0429,048442,854458,682
 0000
 地方債00
 055,62955,80955,629
 人件費割合（LC/TC）-0.060.060.06
 総費用（TC）0924,190911,714933,520
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）0868,561855,905877,891
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）055,62955,80955,629
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標
 実績
 目標
 実績
 見込tttt
 実績tt
 見込ｋLｋLｋLｋL
 実績ｋLｋL
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 22,610
 023,101
 活
 動
 ②
 し尿処理量
 023,55022,970
 活
 動
 ①
 ごみ発生量
 040,350
 成
 果
 ②
 39,88039,190
 040,147
 成
 果
 ①
 関連する
 個別計画
 橿原市一般廃棄物処理基本計画
 橿原市環境総合計画
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計衛生費清掃費一般廃棄物処理費一般廃棄物処理企画運営費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 生活環境の保全と公衆衛生の向上を図るため、本市内で発生する一般廃棄物を適正かつ計画的に処理するため
 の一般廃棄物処理計画を策定・実施するとともに、計画の周知及び啓発を行う。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 １９　生活環境
 事務事業分類新規事業義務的事務
 事務事業名一般廃棄物処理企画事務
 担当課環境部環境政策課
 課室長名吉川　光男
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 /0/0/0/0
 /人数/0/1.6/1.9/1.6
 /0/1.6/1.9/1.6
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 手数料制度における受益者負担の考え方（廃棄物は有料、資
 源物は無料）は適切であり、資源循環を促すような制度設計
 は導入出来ており、ごみの減量は進んでいる。
 方向性現状維持
 内
 容
 本事務は必須かつ継続的に実施が必要な
 ため、現状維持で進める。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い市内で生じる一般廃棄物の処理に関し、当該年度における処理計画を策定・公表した。処理
 施設においては、各種関係法令の遵守並びに継続的で安定的な処理機能の確保を行うことに
 より、処理計画に基づき処理を停滞させることなく適正に廃棄物を処理した。
 （169のターゲット）
 やや低い7.211.6
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 ・一般廃棄物処理計画を策定し、当該計
 画の周知及び啓発を通して市内で生じる
 一般廃棄物の管理と適正な処理を確保。
 ・一般廃棄物収集運搬業、浄化槽清掃業
 の許可事務を実施。
 ・次期長期包括運営委託事業に係る調査
 研究や資料作成等の発注準備を実施。
 00
 一般財源増加額（前年度比）--1,01522,230
 一般財源001,01522,230
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他0000
 0000
 地方債00
 09,89011,7829,890
 人件費割合（LC/TC）-1.000.920.31
 総費用（TC）09,89012,79732,120
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）001,01522,230
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）09,89011,7829,890
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標
 実績
 目標
 実績
 見込
 実績
 見込
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 成
 果
 ②
 成
 果
 ①
 関連する
 個別計画
 橿原市上水道事業経営戦略
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●現在の健全経営を維持し、安全で安心できる安定した水道水を供給する。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 ２０　上下水道
 事務事業分類継続事業義務的事務
 事務事業名上下水道部総務管理事務
 担当課上下水道部経営総務課
 課室長名圡田　昌彦

-227-



 /0/1/1/1
 /人数/0/4.85/4.85/4.85
 /0/5.85/5.85/5.85
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 今後も「安全で安心、安定して水道水の供給」をすべく努力
 する。
 方向性現状維持
 内
 容
 健全な経営が行われているため、財源、
 人員共に削減の余地はない。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い健全な経営が行われている。（169のターゲット）
 やや低い6.16.2
 低い6.3
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 ・公企業会計業務…予算決算の編成、資
 金管理運営
 ・総務一般業務…上水道事業 業務継続
 計画、新型インフルエンザ等における業
 務継続計画、契約事務、文書管理、公用
 車管理、業務用無線管理
 ・人事業務…職員研修、健康診断、訓練
 ・上下水道営業業務…水道料金、下水道
 使用料等に関する業務
 ・公企業会計業務…予算決算の編成、資
 金管理運営
 ・総務一般業務…上水道事業 業務継続
 計画、新型インフルエンザ等における業
 務継続計画、契約事務、文書管理、公用
 車管理、業務用無線管理
 ・人事業務…職員研修、健康診断、訓練
 ・上下水道営業業務…水道料金、下水道
 使用料等に関する業務
 00
 一般財源増加額（前年度比）----
 一般財源
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他847,401870,955867,659873,184
 0000
 地方債00
 29,84329,97830,07530,075
 人件費割合（LC/TC）0.030.040.030.04
 総費用（TC）877,244900,933897,734903,259
 会計年度任用職員（※2）01,9649642,090
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）847,401870,955867,659873,184
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）29,84331,94231,03932,165
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標
 実績
 目標
 実績
 見込％％％％
 実績％％
 見込
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 収納率（収納額／調
 定額）
 9898
 成
 果
 ②
 9898
 9999
 成
 果
 ①
 関連する
 個別計画
 橿原市上水道事業経営戦略
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●水道料金及び下水道使用料の収納や給水停止を含む滞納整理を行う。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 ２０　上下水道
 事務事業分類継続事業任意事務
 事務事業名水道料金徴収等事務
 担当課上下水道部経営総務課
 課室長名圡田　昌彦
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 /0/0/0/0
 /人数/0/1.25/1.25/1.25
 /0/1.25/1.25/1.25
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 今後も継続し、収納率の向上に取り組む。方向性現状維持
 内
 容
 資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高いお客さまセンターの民間のノウハウを活かした架電交渉等や、弁護士事務所に回収困難案件
 を委託することにより収納率の向上が図られている。
 （169のターゲット）
 やや低い
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 ・収納率向上のため口座振替の促進及び
 スマホ決済に関する周知
 ・一括納付が困難となっている債務者へ
 の適切な分納相談
 ・一部未納料金の収納業務を弁護士事務
 所に委託
 ・収納率向上のため口座振替の促進及び
 スマホ決済に関する周知
 ・一括納付が困難となっている債務者へ
 の適切な分納相談
 ・一部未納料金の収納業務を弁護士事務
 所に委託
 00
 一般財源増加額（前年度比）----
 一般財源
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他18,79820,98321,18923,023
 0000
 地方債00
 7,6927,7277,7517,751
 人件費割合（LC/TC）0.290.270.270.25
 総費用（TC）26,49028,71028,94030,774
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）18,79820,98321,18923,023
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）7,6927,7277,7517,751
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標枚枚枚枚
 実績枚枚
 目標
 実績
 目標回回回回
 実績回回
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 訓練実施回数（年
 間）
 44
 25,000
 成
 果
 ②
 44
 44
 成
 果
 ①
 非常用飲料水袋の備
 蓄
 25,00025,00025,00025,000
 25,000
 関連する
 個別計画
 　
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●各種訓練の実施及び災害用物資の購入により、渇水、事故、災害等の不測の事態に際し、的確な初動活動が
 できる体制を確立し、安全な水道供給により市民生活を守る。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 ２０　上下水道
 事務事業分類継続事業ソフト事業
 事務事業名災害時体制整備事業
 担当課上下水道部経営総務課
 課室長名圡田　昌彦
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 /0/0/0/0
 /人数/0/0.8/0.8/0.8
 /0/0.8/0.8/0.8
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 今後も継続し、上下水道部職員の危機管理意識の向上を図
 る。
 方向性現状維持
 内
 容
 非常時に市民生活を守るという観点にお
 いて非常に重要であり、財源、人員共に
 削減の余地はない。資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い非常時に市民生活を守るという観点において非常に重要である。（169のターゲット）
 やや低い
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 ・新任職員に対する給水車の操作訓練
 ・緊急時初動給水訓練
 ・非常災害用浄水器作動訓練
 ・消防訓練
 ・非常用飲料水袋の購入（3,000枚）
 ・新任職員に対する給水車の操作訓練
 ・緊急時初動給水訓練
 ・非常災害用浄水器作動訓練
 ・消防訓練
 ・非常用飲料水袋の購入（3,000枚）
 00
 一般財源増加額（前年度比）----
 一般財源
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他9251,2631,1871,263
 0000
 地方債00
 4,9234,9454,9614,961
 人件費割合（LC/TC）0.840.800.810.80
 総費用（TC）5,8486,2086,1486,224
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）9251,2631,1871,263
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）4,9234,9454,9614,961
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標
 実績
 目標
 実績
 目標mmmm
 実績mm
 目標mmmm
 実績mm
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 2,160
 1,9862,790
 活
 動
 ②
 配水管更新・耐震化
 工事延長
 2,1602,1602,160
 活
 動
 ①
 配水管移設工事延長
 2,9902,990
 成
 果
 ②
 2,9902,990
 1,6611,582
 成
 果
 ①
 関連する
 個別計画
 橿原市上水道事業経営戦略
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●老朽化した上水道管や重要給水施設に接続する管路更新・耐震化を行う。
 ●上水の安定供給を図るため、他事業で支障になる上水道管の移設に伴い管路を更新する。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 ２０　上下水道
 事務事業分類継続事業ハード事業
 事務事業名上水道管路整備事業
 担当課上下水道部上水道課
 課室長名前田　成生
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 /0/0/0/0
 /人数/0/5.25/5.25/5.25
 /0/5.25/5.25/5.25
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 今後も安全安心な水道水を持続的に供給する必要があるが、
 老朽化する施設は年々増加していくため、対応する人員の確
 保が課題となる。課題に対しては、事務文書の簡素化・電子
 化など業務の効率化により作業工数を確保しつつ、技術継承
 を円滑に行うための環境整備を進めることで職員の技術力の
 向上に繋げる。
 方向性拡大する
 内
 容
 他の事務事業との予算配分を考慮しつ
 つ、今後も管路更新を計画的に拡大して
 いく。財源についても補助金を活用しな
 がら事業計画に合わせて拡大していく必
 要がある。人員については、市の採用計
 画から拡大は望めないため、業務の効率
 化を図りつつ、現状維持を続ける。
 資源の配分
 財源拡大
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い目標として設定した活動指標値を下回る実績であったが、その主な要因は他事業者の工事の
 進捗に起因するものであり、当初の計画どおりであれば、目標値を達成できていたと考えら
 れる。また、当該事業は目標値が未達成であっても、事業を推進していくこと自体が必然的
 に将来わたって継続的に安心安全な水道水を供給することに繋がっている。
 （169のターゲット）
 やや低い6.1
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 他事業で支障になる上水道管の移設・復
 旧や、老朽化した上水道管の管路更新・
 耐震化を実施した。また、それに伴う設
 計・施工管理・検査を実施した。
 ●老朽化した上水道管の管路更新・耐震
 化工事や他事業で支障になる上水道管の
 移設・復旧工事を実施した。
 ●国庫補助を活用し、重要給水施設に接
 続する管路の更新・耐震化工事を実施し
 た。
 ●上記工事伴う設計・施工管理・検査に
 ついて実施した。
 00
 一般財源増加額（前年度比）----
 一般財源
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金43,75047,50038,95175,500
 県支出金
 その他318,108906,616548,241878,616
 0000
 地方債00
 30,15032,45132,55532,555
 人件費割合（LC/TC）0.080.030.050.03
 総費用（TC）392,008986,567619,747986,671
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）361,858954,116587,192954,116
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）30,15032,45132,55532,555
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標
 実績
 目標
 実績
 見込千㎥千㎥千㎥千㎥
 実績千㎥千㎥
 見込ーーーー
 実績ーー
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 6
 66
 活
 動
 ②
 加圧ポンプ場保守点
 検か所数
 666
 活
 動
 ①
 県水総受水量
 13,36313,310
 成
 果
 ②
 13,31013,310
 13,17612,961
 成
 果
 ①
 関連する
 個別計画
 橿原市上水道事業経営戦略
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●現在、橿原市では県営水道受水率100％であり、受水量の管理や将来の予測を行うことで、水道水の安定供
 給を図る。
 ●市内６か所にあるポンプ場のポンプ・タンク・制御盤等の機器が正常な状態を維持することができるよう
 に、定期的に点検業務を行い、水道水の安定供給並びに水質保全を図る。
 ●給水装置工事にかかる事務を適切に実施することにより、給水の適性を保持するとともに、給水需要者に対
 して安定した給水措置を講じる。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 ２０　上下水道
 事務事業分類継続事業義務的事務
 事務事業名上水道施設管理等事務
 担当課上下水道部上水道課
 課室長名前田　成生
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 /0/3/3/3
 /人数/0/4.35/4.35/5.2
 /0/7.35/7.35/8.2
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 今後も安全安心な水道水を持続的に供給するため、事務文書
 の簡素化・電子化など業務の効率化により対応する人員を確
 保し、他の事務事業との予算配分を考慮しながら計画的に事
 務を継続していく。
 方向性現状維持
 内
 容
 市単独経営では削減することのできない
 事務であり、財源及び人員を維持してい
 かなければ、安定供給を保証することが
 できない。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い目標として設定した活動指標値を達成できており、日々の受水量・配水量の監視、定期的な
 施設の点検により長時間の断水など重大事故の発生を防止できている。給水装置側について
 も申請許可にかかる適正な審査、工事の指導及び検査の実施により、市民及び事業者等への
 日々の安定給水に繋がっていると言える。よって、当該事務を計画通りに継続していくこと
 は不可欠であり、水道水の安定供給並びに水質保全に寄与している。
 （169のターゲット）
 やや低い6.1
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 年間の送水計画を策定した上で、時間
 毎・日毎・月毎の受水量の管理を行っ
 た。また、当初の計画どおり年4回ポン
 プ場保守点検業務を実施した。
 ●年間の送水計画を策定した上で、時間
 毎・日毎・月毎の受水量の管理を行っ
 た。●当初の計画どおり年4回ポンプ場
 保守点検業務を実施した。
 ●給水装置工事関係については、市指定
 工事業者の新規登録・変更受付、給水装
 置工事に係る事前協議、給水申請後の書
 類審査、工事の指導、及び工事完了後の
 検査を実施した。
 00
 一般財源増加額（前年度比）----
 一般財源
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他11,09816,37113,67216,371
 0000
 地方債00
 4,61526,88826,97432,245
 人件費割合（LC/TC）0.290.771.120.80
 総費用（TC）15,71343,25940,64648,616
 会計年度任用職員（※2）06,44818,4596,579
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）11,09816,37113,67216,371
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）4,61533,33645,43338,824
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標人人人人
 実績人人
 目標
 実績
 目標回回回回
 実績回回
 目標部部部部
 実績部部
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 400
 100100
 活
 動
 ②
 パンフレット配布部
 数
 200200300
 活
 動
 ①
 ホームページ更新回
 数
 1212
 100
 成
 果
 ②
 1212
 1215
 成
 果
 ①
 出前講座参加者数
 50200300400
 0
 関連する
 個別計画
 　
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●ホームページを更新して、水質検査結果その他の水道事業に関する情報を広く提供する。
 ●出前講座を実施して、参加者に対して水道事業に対する理解を深めてもらう。その際、上水道課が作成した
 オリジナルのパンフレットを配布して記憶に残りやすいものにする。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 ２０　上下水道
 事務事業分類継続事業ソフト事業
 事務事業名水道広報事業
 担当課上下水道部上水道課
 課室長名前田　成生

-237-



 /0/0/0/0
 /人数/0/0.25/0.25/0.15
 /0/0.25/0.25/0.15
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 今後、コロナ禍と同様に講座等の直接的な啓発活動が制限さ
 れた場合の代替手段として、ホームページや広報チラシを利
 用した啓発にも注力し、より多くの市民に啓発広告を目にし
 てもらえるように見せ方を工夫する。
 方向性手段見直し
 内
 容
 広報・啓発活動は継続する必要がある
 が、出前講座以外の手段でも高い効果を
 得られる方法を検討する必要がある。財
 源・人員については元々多くを配分して
 いない。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い新型コロナウィルス感染症拡大の影響により講座開催を中止していた期間もあり、目標とし
 て設定した成果指標を下回る実績となったが、出前講座の参加者からは市の水道事業につい
 て理解が深まったとの声も多数あり、出前講座等の広報活動が一定の効果をもたらしている
 ものと考えられる。
 （169のターゲット）
 やや低い6.1
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 ホームページを毎月更新し、啓発に努め
 た。出前講座については、コロナウィル
 ス感染症の影響により開催できず、パン
 フレットも出前講座の依頼があった小学
 校に配布するにとどまった。
 ●ホームページを毎月更新し、水質検査
 結果その他の水道事業に関する啓発に努
 めた。
 ●小学生向けの水道事業に関する講座と
 県域水道一体化に関する出前講座を実施
 し、参加者に対し、啓発用のパンフレッ
 トや資料を配布した。
 ●水道週間に合わせて、市内の小中学校
 に啓発チラシを配布し、橿原市上下水道
 組合と協同して学校の蛇口などの修理を
 実施した。
 00
 一般財源増加額（前年度比）----
 一般財源
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他220140235
 0000
 地方債00
 2,1541,5461,550930
 人件費割合（LC/TC）0.910.991.000.80
 総費用（TC）2,3741,5601,5501,165
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）220140235
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）2,1541,5461,550930
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標
 実績
 目標
 実績
 見込件件件件
 実績件件
 見込件件件件
 実績件件
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 206
 210211
 活
 動
 ②
 毎月検査検体数
 206206206
 活
 動
 ①
 毎日検査検体数
 2,9202,920
 成
 果
 ②
 2,9282,920
 2,9132,916
 成
 果
 ①
 関連する
 個別計画
 　
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●供給している水道水を検査することで、水道水の品質を保証する。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 ２０　上下水道
 事務事業分類継続事業義務的事務
 事務事業名水質管理事務
 担当課上下水道部上水道課
 課室長名前田　成生
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 /0/0/0/0
 /人数/0/0.7/0.7/0.7
 /0/0.7/0.7/0.7
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 今後も安全安心な水道水を持続的に供給するため、事務文書
 の簡素化・電子化など業務の効率化により対応する人員を確
 保し、他の事務事業との予算配分を考慮しながら計画的に事
 務を継続していく。
 方向性現状維持
 内
 容
 市単独経営では削減することのできない
 事務であり、財源及び人員を維持してい
 かなければ、安定供給を保証することが
 できない。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い目標として設定した活動指標値をおおむね達成できており、水質基準に適合していることを
 確認するために定期的な水質検査を実施することは、市民に対する水質の保証に繋がってい
 ると言える。
 当該事務を計画通りに継続していくことは不可欠であり、水道水の水質保全に寄与してい
 る。
 （169のターゲット）
 やや低い6.1
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 ・毎日８ヶ所で、濁度、色度、残塩の検
 査を実施した。
 ・自己水質検査については、月１回３ヶ
 所の配水拠点、１１ヶ所の自治会地区内
 の公共施設等の給水栓及びポンプ槽のあ
 る加圧ポンプ場1ヶ所より採水し、また
 年２回緊急貯水槽２ヶ所、年１回小・中
 学校２２ヶ所より採水し実施した。
 ・自己検査できない項目については、奈
 良広域水質検査センター組合に検査を委
 託を行った。（管末３ヶ所、年４回）。
 ●毎日８ヶ所で、濁度、色度、残塩の検
 査を実施した。
 ●自己水質検査については、月１回３ヶ
 所の配水拠点、１１ヶ所の自治会地区内
 の公共施設等の給水栓及びポンプ槽のあ
 る加圧ポンプ場1ヶ所より採水し、また
 年２回緊急貯水槽２ヶ所、年１回小・中
 学校２２ヶ所より採水し実施した。
 ●自己検査できない項目については、奈
 良広域水質検査センター組合に検査を委
 託を行った。（管末３ヶ所、年４回）。
 00
 一般財源増加額（前年度比）----
 一般財源
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他8,4997,6826,2387,682
 0000
 地方債00
 4,3084,3274,3414,341
 人件費割合（LC/TC）0.340.360.410.36
 総費用（TC）12,80712,00910,57912,023
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）8,4997,6826,2387,682
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）4,3084,3274,3414,341
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標
 実績
 目標
 実績
 見込kmkmkmkm
 実績kmkm
 見込
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 点検・調査延長
 22
 成
 果
 ②
 22
 58.45
 成
 果
 ①
 関連する
 個別計画
 社会資本総合整備計画
 橿原市下水道事業経営戦略
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●ストックマネジメント計画に基づき、下水道施設の点検・調査を実施することにより、状態を監視しながら
 計画的かつ効率的に管理する。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 ２０　上下水道
 事務事業分類継続事業義務的事務
 事務事業名下水道施設維持管理事務
 担当課上下水道部下水道課
 課室長名渕上　暁
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 /0/0/0/0
 /人数/0/4.4/4.4/4.7
 /0/4.4/4.4/4.7
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 下水道施設整備と維持管理の予算配分・人員配置バランスを
 最適化するため、計画的かつ効率的な事業の実施が必要であ
 る。
 方向性拡大する
 内
 容
 施設の老朽化に伴い、維持管理にかかる
 経費や必要人員は増加する見込みであ
 り、下水道施設整備との予算・人員のバ
 ランス最適化して取り組んでいく。
 資源の配分
 財源拡大
 人員拡大
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い計画的な維持管理を行うためには正確な現状把握が必須であり、カメラ調査の効果は高い。（169のターゲット）
 やや低い6.211.1
 低い14.1
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 管路カメラによる調査の実施下水道施設を計画的かつ効率的に管理す
 るため、優先順位を設けて管路カメラ調
 査を実施し、その結果を踏まえた管更生
 工事を実施する。
 018,400
 一般財源増加額（前年度比）----
 一般財源
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金4,57710,50010,5006,100
 県支出金
 その他7,75790923,62120,710
 0000
 地方債028,900
 18,45927,19727,28429,145
 人件費割合（LC/TC）0.600.400.440.39
 総費用（TC）30,79367,50661,40574,355
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）12,33440,30934,12145,210
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）18,45927,19727,28429,145
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標％％％％
 実績％％
 目標
 実績
 目標件件件件
 実績件件
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 普及訪問件数
 960960
 91.2
 成
 果
 ②
 960960
 1,7751,645
 成
 果
 ①
 接続率
 90909090
 90.3
 関連する
 個別計画
 橿原市下水道事業経営戦略
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●公共下水道の未利用者への啓発などにより下水道への接続率の向上を図る。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 ２０　上下水道
 事務事業分類継続事業ソフト事業
 事務事業名下水道普及推進事業
 担当課上下水道部下水道課
 課室長名渕上　暁
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 /0/1/1/1
 /人数/0/2.1/2.1/2.4
 /0/3.1/3.1/3.4
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 供用開始からの経過年数や未接続理由などによりアプローチ
 方法を検討する余地がある。
 方向性現状維持
 内
 容
 普及相談員1名を配置し、戸別訪問や周
 知文書の配布などにより下水道接続勧奨
 を行っていく。資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い下水道未利用者に対し、下水道接続の重要性や貸付金制度について説明することで水洗化率
 の向上に貢献しており、効果は高い。
 （169のターゲット）
 やや低い6.211.1
 低い14.1
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 公共下水道の未利用者への啓発などによ
 る下水道への接続の促進
 公共下水道の未利用者に対して戸別訪問
 等を実施し、下水道利用の重要性や各種
 制度について説明を行うことで理解を深
 めていただき、下水道接続の促進を図
 る。
 00
 一般財源増加額（前年度比）----
 一般財源
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他1,1841,4161,3531,590
 1,2221,2401,2251,294
 地方債00
 12,30612,98113,02214,882
 人件費割合（LC/TC）1.010.990.990.98
 総費用（TC）14,71215,63715,60017,766
 会計年度任用職員（※2）2,5852,5302,4602,591
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）2,4062,6562,5782,884
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）14,89115,51115,48217,473
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標
 実績
 目標
 実績
 目標kmkmkmkm
 実績kmkm
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 汚水管延長
 33
 成
 果
 ②
 33
 2.62.6
 成
 果
 ①
 関連する
 個別計画
 社会資本総合整備計画
 橿原市下水道事業経営戦略
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●市街化区域を中心に、計画的かつ効率的に下水道施設の整備を進め、普及率の向上を目指す。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 3みんなが安全に、快適な環境で生活できるまち
 ２０　上下水道
 事務事業分類継続事業ハード事業
 事務事業名汚水施設建設事業
 担当課上下水道部下水道課
 課室長名渕上　暁

-245-



 /0/0/0/0
 /人数/0/5.45/5.45/5.35
 /0/5.45/5.45/5.35
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 下水道施設整備と維持管理の予算配分・人員配置バランスを
 最適化するため、計画的かつ効率的な事業の実施が必要であ
 る。
 方向性現状維持
 内
 容
 普及率向上に向けて下水道施設整備事業
 を進めていくが、予算や人員配分につい
 ては維持管理事業とのバランスを最適化
 させていく。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い下水道事業の推進により昨年度より普及率を0.3％上昇させており、より多くの市民の生活
 環境向上に寄与している。
 （169のターゲット）
 やや低い6.211.1
 低い14.1
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 計画的かつ効率的な下水道施設の整備環境衛生の向上・公共用水域の保全のた
 め、交付金制度の活用等により最小限の
 コストで効率的かつ計画的に未普及地域
 への整備を実施する。
 452,400422,500
 一般財源増加額（前年度比）----
 一般財源
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金153,558170,000199,169146,900
 県支出金
 その他43,975172,71036,541243,216
 0000
 地方債421,500620,000
 39,68733,68733,79533,175
 人件費割合（LC/TC）0.060.030.050.04
 総費用（TC）658,720996,397721,905845,791
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）619,033962,710688,110812,616
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）39,68733,68733,79533,175
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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